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第一章 本研究の目的・意義 
 
 
第1節. 研究課題の提起と研究意義 
 中国では、1990 年代以降、改革開放政策の沿海地域から全国への展開と市場経済システ
ムの導入により、経済は著しく発展した。2008 年のリーマン・ショック以降も世界的な経
済不振にもかかわらず、経済成長率は約 7%前後を保っている。2010 年に世界第 2 位とな
った中国の GDP は、2014 年に 636,138.7 億元(約 1,066.24 兆円)に拡大し、約 2010 年 408,903
億元の 1.6 倍に拡大している(中国統計年鑑,2015)。さらに、中国の税関総署の発表による
と、2015 年には中国の輸出入の貿易総額が 3.96 兆ドル(約 463 兆円)に達し、アメリカを抜
いて世界最大の貿易大国となった。  
こうした経済発展を契機として、中国の都市化は急速に進展している。都市化率1をみる
と、図 1-1 に示すように、1980 年には 19.39%であったが、「帰還政策」2の実施や多くの輸
出加工工場の立地などにより、1990 年には 26.41%に上昇した。1990 年代から沿海地域を
はじめ、大都市においては著しい経済の成長に伴い、内陸農村地域から沿海地域或いは大
都市に流入した労働人口の増加により、1990 年代から都市化率は上昇し、2000 年には
36.22%となった。さらに、2000 年以降、高等教育改革の実施による学生の急増や、地方政
府における新市区の開発に伴う農村人口の都市人口への変更により(厳 2009)、都市化率は
2010 年に 49.95%、2014 年に 54.77%に上昇している。  
都市人口の増加と共に、都市的空間である市区も著しく拡大している。図 1-1 に示した
ように、1980 年以降、市区の面積は拡大し続けている。2014 年の計画された市区の面積は
4.98 万 km2 であるが、2010 年 4.05 万 km2 の 1.23 倍、2000 年 2.18 万 km2 の 2.28 倍、1990
年 1.22km2 の 4.08 倍に拡大している。  
都市的空間の拡大と並行して、2014 年における中国の都市数は 1978 年の 193 都市から
653 都市へと増加し、それらは、4 中央直轄市・17 省都・15 副省級市・251 地級市及び 366
県級市から構成されている(『国家新型城鎮化報告 2015』)。また、「都市規模分類基準の調
整に関する通知」(国務院 2014)によると、表 1-1 に示すように、超大都市は 6、特大都市
                                                   
1
 都市化率とは中国の総人口に対する都市部の総常住人口の割合である。  
2
 1980 年代から 1990 年代にかけて、文化大革命の時期に農村に下放した知識青年の都市への
帰還政策である。厳(2009)によれば、下放された知識青年の総規模は 1,574 万人に及び、当
時の都市における非農業青年人口の 78%を占める。  
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は 10、大都市は 127、中都市は 98 であるが、100 万人以上の都市は 143 で、2008 年より
21 の都市が増加しており、今後は、中国において大都市・特大都市・超大都市が増加し続
けるものと予想される(楊 2013)。  
 
 
図 1-1 中国における都市化率と市区面積  
(中国統計年鑑(1981,1991,2001,2011,2015)により作成) 
 
表 1-1：中国における都市の人口規模による都市の分類と都市数  
都市の人口規模   都市の分類   都市数  
1000 万人以上   超大都市   6 
500 万~1000 万人   特大都市   10 
100 万~500 万人   大都市   127 
50 万~100 万人   中(等)都市   98 
50 万人未満   小都市   －  
(「都市規模分類基準の調整に関する通知」(2014)により作成) 
 
改革開放以降、中国における都市化の様相の 1 つとして、郊外化の進展が著しいことを
指摘できる。都心部に立地した工業・居住・商業・サービス業・高等教育機関などの都市
機能の郊外立地による郊外化である。その流れの中で、沿海地域を中心とした大都市の郊
外地域における新たな中心地区の形成が急速に進んでおり、その牽引役を担ったのは経済
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開発区の建設である。1990 年代から、沿海地域から内陸まで、国家・省級、市・県級レベ
ルの経済開発区の建設は郷・鎮レベルに至るまで拡大し、2003 年にはその数が 3,837 ヶ所、
総計画面積は 36,000km2 に達した。1990 年代後半から居住機能の郊外分散や住宅市場化な
どにより、郊外地域における住宅小区の開発は各都市において盛んに行われている (季
2004)。さらに、2000 年代以降、高等教育改革の実施に伴い、高等教育機関の郊外分散立
地が進むにつれ、北京・上海・済南・青島などの大都市においては多数の大学城が開発さ
れている(劉 2013)。  
こうした郊外化の進展に伴い、中国では多くの大都市圏が形成された。大都市圏の地域
構造に関しては、居住・工業・商業・オフィスなどの側面から多くの研究成果が蓄積され
てきたが、高等教育機関の立地及び大学城開発という側面から、大都市圏の地域構造の特
性を扱った研究は管見の限り見当たらない。高等教育機関は現代の中国の大都市が有する
重要な都市機能の 1 つであり、都市地域構造を構成する重要な要素の 1 つとなっており、
高等教育機関の立地は都市の成長・発展に対し、大きな役割を果たすものとなっている。  
21 世紀に入り、中国における郊外化はさらに進行し、近郊地域から遠郊地域に展開し、
大学城開発は当該都市圏において、新たな中心地区の 1 つとなるものと考えられる。大学
城の開発とそれに伴う郊外地域の変容の観点から、大都市圏の地域構造を解明することに
は重要な課題であり、意義をもつものと考えられる。  
 従来の大都市圏の地域構造研究において、郊外地域の地域変容に関する研究は、人口・  
産業機能の郊外分散立地の観点からのものが多く、高等教育機関の郊外立地や大学城開発
に注目して、郊外地域の変容やそれらに伴う大都市圏の地域構造について考察した研究は
ない。また、郊外地域の変容（郊外化）に伴う大都市圏の多核的地域構造の形成を論じた
研究は多くあるが、大学城という郊外地域の核（中心地区）の形成を扱った研究はない。
本研究は大都市圏の地域構造、特に郊外化の実相や多核的構造の形成に関して新たな知見
を提供するという意義を有する。  
また、本研究は、都市・地域問題解決上の意義を有する。中国では都市機能が市区に集
積し、それにより市区と郊外地域の間の都市化・発展不均衡の問題を解決するために、都
市機能を郊外に分散立地させ、郊外地域における都市化を促進し、市区と郊外地域間の格
差を是正することが期待されている。地方政府は上述ような問題を解決・是正するために、
高等教育機関の郊外への立地促進が必要であると考え、郊外地域に大学城開発を計画し、
高等教育機関を誘致してきた。そのような計画・実践を評価するためにも、高等教育機関
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の郊外立地による地域変容のプロセスと、大都市圏の地域構造について考察することの意
義は小さくない。  
  
第2節. 本研究の目的と研究方法 
本研究は、中国における都市化の進展の著しい済南・青島大都市圏を事例地域としてと
りあげ、大学城開発に焦点を当て、大学城開発による郊外地域変容のプロセスと、それに
関連した大都市圏の地域構造の特性について検討する。  
本研究は以上の目的を達成するために、以下の方法を用いて研究を進めていく。  
まず、先行研究を先進諸外国と中国に分けて整理し、本研究の課題と意義について検討
する。  
次に、統計資料、文献、WEB サイト、地図データなどを通じて、中国における高等教育
の発展状況と大学城開発のプロセス・展開について論じる。  
済南大都市圏における大学城開発に伴う地域構造の変容を検討するために、①済南市の
概況を述べた上で、統計資料・地図などを通じて、都市的空間の展開と郊外化の様相を明
らかにする。②統計資料・文献・地図などを利用し、高等教育機関・在校学生数の増加と
高等教育機関の立地動向を分析する。③章丘大学城の概況を論述した上で、大学城開発の
プロセスを明らかにする。フィールドワーク調査・アンケート調査・聞き取り調査・衛星
画像の分析などを通じて、大学城開発に伴う地域の変容を道路ネットワークの形成・住宅
小区の開発・商業中心地の形成・村落の変容の 4 つの側面から考察する。④大学城開発に
よる大都市圏地域構造の変容について、学生・地域住民の購買動向、教職員・地域住民の
通勤動向の 2 つの側面から検討する。  
さらに、青島大都市圏における膠南大学城開発に伴う地域構造の特性を解明するために、
①青島市の概況を述べた上で、統計資料・文献などを通じて、都市空間の展開と郊外都市
化を明らかにする。②統計資料・地図などを利用し、高等教育機関・在校学生数の増加と
高等教育機関の立地動向を分析する。③膠南大学城の地域概況を論じた上で、大学城開発
のプロセスを考察する。フィールドワーク調査・聞き取り調査・アンケート調査・衛星画
像の分析・地図などを通して、膠南大学城開発に伴う地域の変容を道路ネットワークの形
成・住宅小区の開発・商業中心地の形成・村落の変容の 4 つの側面から論考する。④大学
城開発による大都市圏地域構造の特性ついて、学生・地域住民の購買動向、教職員・地域
住民の通勤動向の 2 つの側面から検討する。  
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第3節. 研究対象地域の選択理由 
 本研究は、山東省の済南・青島大都市圏を研究対象地域としてとりあげ、大学城開発に
よる郊外地域の変容と、地域構造の特性について考察するものであるが、本研究で両都市
を事例としてとりあげた理由は、以下のようである。  
① 山東省は省としての経済規模と人口規模が中国において 2 番目であり、2014
年に一人当たり GDP は 51,768 元である。著しい経済の発展に伴って、都市化
も大きく進展しており、王他(2012)によると、1990 年から 2010 年にかけて、
市区(都市的空間)の拡大面積は省・自治区の一級行政区レベルで、全国第 2 位
である。このように著しい市区(都市的空間)の拡大、都市化の進展を踏まえる
時、中国における近年の大都市圏の地域構造を考察するのに適当であると考
えられる。  
② 山東省の高等教育機関の数は全国の直轄市・省・自治区の中で第 2 位、2014
年に 142 校あるが、在校学生数は全国で最も多く 179 万人である。特に、済
南市の高等教育機関の数は山東省の約 5 割を占め、青島市においても 40 余り
の高等教育機関が立地している。従って、高等教育機関の集積する大学城開
発に注目し、本研究の目的を検証するための相応しい事例である。  
③ 2016 年まで、全国で開発された大学城の中で、済南の章丘大学城に立地する
高等教育機関数は最多の 15 校で、在校学生数も 11 万人あまりであり、青島
の膠南大学城に立地している高等教育機関・研究機関も全国最多の 18 である。 
 
第4節. 本研究に関連する概念の整理 
 本研究においての重要な概念である「大都市圏」、「高等教育機関」、「大学城」、「都市地
域構造」について整理する。  
 
① 「大都市圏」(Metropolitan Area) 
 富田(1995)によれば、大都市圏は中心都市と周辺地域から構成されている地域であるが、
中心都市は大都市圏の核都市である行政市、周辺地域は中心都市と日常的な社会・経済的
な結合関係が強い地域である。菅野(2008)によれば、都市は商業・工業・交通・行政・医
療・文化などの機能を介して、周辺地域と統合している。ある都市を中心にして種々の都
市機能が周辺地域に影響を及ぼしている範囲を都市圏と呼ぶが、日常的な生活面で深く結
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び付く通勤圏や購買圏などに代表され、これらの範囲を指す場合も多い(浮田,2003)。木内
(1972)は都市と周辺地域に対して種々な活動を行って、都市と周辺地域との間に様々な関
係圏(通勤圏・通学圏・サービス圏など)を有する結節地域を都市圏と称する。周(1995)によ
れば、都市圏は中心都市(非農業人口 20 万人以上)と、中心都市との社会・経済的連携が強
く、非農業水準の高い周辺地域から構成する。  
 
② 「高等教育機関」(Higher Education Institution) 
 1998 年の高等教育世界会議で採択された高等教育世界宣言では、高等教育を“all types of 
studies, training or training for research at the post-secondary level, provided by universities or 
other educational establishments that are approved as institutions of higher education by the 
competent state authorities(中等教育終了後に、政府に認定された大学などの高等教育機関に
において、実施される教育・技術訓練・研究などである。)”と定義される。中国では高等
教育機関が大学院、4 年制の普通大学(本科)、成人大学、高等専科学校・高等職業技術学院・
高等職業学院・職業教育学院の専科高等教育機関である。本研究では、これを適用する。 
 
③ 「大学城」(University Town) 
 中国の「大学城」は、 英語の「University Town」・「College Town」を翻訳したものであ
り、日本の「研究学園都市」と類似する概念である。  
   中国の『教育大辞典』(顧,1991)によれば、大学城は高等教育機関を中心に開発され、人
口 5~10 万人規模の都市である。大学城は大学生に良好な学習環境と利便性のよい飲食・
宿泊施設などを提供し、高等教育機関の発展のために、十分な物質的精神的リソースを提
供する都市であると定義している。  
 本研究における大学城は大都市圏の近郊・遠郊地域に位置し、複数の高等教育機関や研
究機関により構成され、在校学生数は大学城人口の 3 割以上を占めるものとする。大学城
には、居住・商業などの他の都市機能も整備され、自立的な性質を有する。  
 
④ 「都市地域構造」(Urban regional Structure) 
『地理学辞典』(1989)では、都市地域の内部は均質でなく、都市活動に関した諸機能地
域に分化しながら、全体としての統一性を保持している。このような諸機能地域の組み合
わさっている状態を都市地域構造という。  
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都市の内部には商業、工業、行政、住宅などの性格の異なる地区が存在し、都市の地域
構造は都市内部を構成しているこのような要素の配列状態及び全体との関係を示すことで
ある菅野(2008)。近年、人口や産業機能は郊外地域に分散立地し、郊外地域における新た
な核が形成され、大都市圏の地域構造の特性としては従来の単核中心型から、多核的中心
型構造への変容が指摘されている。  
 
第5節. 本研究の構成 
 本研究は 6 つの章から構成される。  
第一章では、本研究の目的と意義を論じる。第 1 節では、研究の背景を概観した上で、
課題を提起し、研究の意義を論じる。第 2、第 3 節では、本研究の目的・研究方法及び研
究対象地域を選択する理由を述べる。第 4 節では、本研究に関連する概念を整理する。最
終節は本章をまとめる。  
第二章では、都市地域構造に関連する研究動向を整理する。ここでは先進諸外国と中国
を分けて、実証的研究・理論的研究の 2 つのアプローチから研究動向について総括した上
で、課題を提起する。  
第三章では、中国における大学城開発を考察する。第 1 節では、大学城開発の背景につ
いて、高等教育の発展状況と各省・直轄市・自治区における本科・専科高等教育機関・在
校学生数の増加傾向と、大学城開発の経済的要因について考察する。その上で、第 2 節で
は、大学城の誕生と展開を述べる。まず、中国における初の大学城である東方大学城開発
のプロセスについて論じる。次に、大学城開発の全国的状況とその特性を検討する。最後
に、中国の大学城開発の先行事例として位置づけられている日本の筑波研究学園都市の開
発を取り上げる。最後の節は本章をまとめる。  
 第四章では、本研究の事例である済南市章丘大学城開発について考察する。第 1 節では、
済南市の概況、経済成長と都市的空間の拡大の状況及び郊外化の事態を把握する。第 2 節
では、済南市における高等教育の発展と高等教育機関の立地動向について考察する。第 3
節では、章丘大学城開発のプロセスと、大学城開発に伴う地域の変容を考察する。第 4 節
では、大学城開発による都市圏都市地域構造の変容を、学生・地域住民の購買動向と教職
員・地域住民の通勤動向の 2 つ側面から検討する。最終節は本章をまとめる。  
第五章では、本研究の事例である青島市膠南大学城開発について考察する。第 1 節では、
青島市の概況、経済成長と都市的空間の拡大の状況及び郊外化の事態を把握する。第 2 節
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では、青島市における高等教育の発展と高等教育機関の立地動向について考察する。第 3
節では、膠南大学城開発のプロセスと、大学城開発に伴う地域の変容を論じる。第 4 節で
は、大学城開発による都市圏都市地域構造の変容を、学生・地域住民の購買動向と教職員・
地域住民の通勤動向の 2 つ側面から検討する。最終節は本章をまとめる。。  
 第六章では、本研究の総括を行い、今後の研究課題について展望する。  
 
  
9 
 
第二章 都市地域構造に関する研究動向 
  
 
本章は、本研究の目的・意義を明確するために、これまでの都市圏地域構造に関する研
究動向を先進諸国と中国に分けて整理し、その際、理論的研究と実証的研究を区分して、
従来の研究における課題について検討する。ここでは実証的研究に関して、本研究に関わ
る大都市圏の郊外化と多核化の研究をとりあげて整理する。  
  
第1節. 先進国における研究動向 
1. 理論的研究 
バージェス(1925)は、都市は同心円構造の特徴を持つと提起した。バージェスはシカゴ
市の機能地区の配置を考察し、都市の成長過程において、図 1 の a に示すように、都市の
機能地区が都心部から、外側へ同心円状に 5 つの地帯に分布するとした。都心部であるⅠ
は中心業務地帯(CBD)であるが、ⅠからⅡに軽工業等が進入する漸移地帯である。Ⅲの労
働者住宅地帯、Ⅳの優良住宅地帯(高級住宅地帯)、Ⅴの通勤者地帯が存在している。  
ホイト(1939)はバージェスの高級住宅地区が同心円状に存在する主張を批判し、高級住宅
地区が主要な交通沿線に沿って配置し、都心部から同じ方向に展開する扇形型であること
を指摘し、低級住宅地区も都心部から外方に向かって、扇形型に拡大して行く傾向を示し
た(図 1 の b)。  
ハリス&ウルマン(1945)は同心円・扇形型理論では、都心部は１カ所であると前提として
ことに対し、現実の都市は都心部以外に複数の中心地を持つ場合が多いことに注目した。
そこで、都市地域の土地利用の配置に関して、単一の都心部に形成される地域構造ではな
く、複数の中心地に形成されて、都市は多核中心型構造をもつと論じた  (図 1 の c)。  
以上の古典的理論は、米国の大都市を対象に、都市地域の拡大とその内部地域分化の問題
に注目し、都市の地域構造を一般・模式化したものである。これらの理論は研究者に引用
され、多くの事例研究によりその妥当性が検討されてきた。これらの理論が考案されて以
後、大都市圏では郊外化・多核化が進展し、その地域構造に関して大きな変化が見られる。  
富田(1975)、Klassen ら(1981)、Hall(1984)は大都市圏外と中心都市・郊外地域の人口の増減
に注目し、大都市圏の地域構造の変容理論を提示した (図 2-2)。  
富田(1975)は都市圏を中心都市・内圏・外圏の 3 つに区分し、各区分地域の人口増減に
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から、集心型・集心拡大型・初期離心型・離心型・離心拡大型の 5 つの発展段階の推移モ
デルを提示し、さらに、日本の 16 の大都市圏がどの発展段階に該当するのかを検証した。
東京大都市圏は離心型であるが、大阪・神戸・京都大都市圏は初期離心型から離心型に変
化している段階、名古屋・広島大都市圏は初期離心型、福岡・仙台大都市圏は集心型であ
ることを指摘した。  
Klassen ら(1981)大都市圏を中心都市・郊外地域に区分し、郊外地域から中心都市への人
口集中と中心都市から郊外地域への人口分散により、都市化・郊外化・反都市化・再都市
化という都市圏の発展段階説を提示した。また、欧州の 148 の都市圏に関して、1970~1975
年の人口変動を検証し、そのうち、およそ半数の都市圏は郊外化段階、少数の都市圏は反
都市化段階であることにも論及した。  
 
 
図 2-1：古典的理論  
(『現代都市地理学』による) 
(原典：Park,Burgess,Mckenzie(1925) ; Hoyt(1939); Harris, C.D.&E.L. Ullman(1945))  
 
 Hall(1984)は都市圏を中心都市・近郊地域・遠郊地域に区分し、中心都市と近郊地域・遠
郊地域および全域の人口移動のプロセスに注目し、絶対的集心・相対的集心・相対的離心・
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絶対的離心・減少期型の離心と変化する地域構造の変容理論を示した。  
 
 
図 2-2：富田・Klassen ら・Hall の大都市圏の地域構造理論  
(富田(1995)による) 
 
 第二次大戦後、人口の郊外化が進展し、中心都市は就業地、郊外地域は住宅地という地
域構造が顕在化し(富田 ,1984)、産業の郊外化の進展により、1970 年代から郊外地域は中心
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都市への就業依存度が低下し、自立化する傾向がみられる。富田 (1995)はこのような都市
圏地域構造の変容のメカニズムを説明した(図 2-3)。  
 
 
図 2-3：富田(1995 年)の都市圏の地域構造変容理論  
(富田(1995)より引用) 
 
富田によれば、大都市圏の構造的変容とは人口・産業の郊外化に伴う変容であり、地域
構造は単核中心型から多核中心型へ変容していると述べ、大都市圏における産業の郊外化
に伴い、郊外地域の雇用が増加し、郊外地域は中心都市への就業依存度が低下しているこ
と、郊外地域に商業中心地が形成され、郊外地域の居住者の中心都市への購買依存率も低
下して、郊外地域は自立化しつつあると論じた。  
 富田の地域構造変容理論は、工業化時代の地域構造理論である同心円・扇形・多核中心
型構造から脱工業化時代へ都市圏の地域構造の変容のメカニズムを提示したものである
(Hall 2006,林  2009)。  
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以上の都市圏の地域構造理論は主に産業・人口の郊外化に注目したものであるが、高等
教育機関の郊外立地には注目しておらず、高等教育機関の郊外立地による郊外核の形成に
ついても検討されていない。本研究では大学城に居住する学生・地域住民の購買動向・教
職員・地域住民の通勤動向に注目し、郊外核(中心地区)の 1 つとなる大学城の自立性を考
察し、大学城開発に伴う大都市圏の地域構造の特性を検討する。  
 
2. 実証的研究 
第二次大戦後、先進国では、人口・産業の郊外化の進展、モータリゼーションの発達な
どによる郊外地域の著しい成長を背景に、それに伴う都市圏の地域構造の変容に関して研
究がなされてきた。1970 年代から、アメリカでは一部の都市圏において、反都市化現象が
みられ、 1980 年代後半以降、再都市化現象による人口増加への転換が指摘された
(Champion,1992)(Frey,1993)。日本では 1960 年代から高度な経済成長に伴い、郊外地域の人
口増加は中心都市を上回り、人口の郊外化が都市圏においてみられるようになった (石
川,2008)。1970 年代以降、都市圏の地域構造に関する多くの研究が蓄積されている。都市
圏の地域構造の研究のうち、都市圏の郊外化と多核化をテーマした研究の動向を整理する。
また、大学城開発に関連する高等教育機関の郊外立地関する実証的研究もとりあげる。  
 
1) 都市圏の郊外化に関する研究  
郊外地域の自立的な発展を、日本において初めて指摘したのは渡辺 (1973)である。渡辺
は 1960 年代後半以降、都市圏の通勤動向に注目し、都市圏内での通勤の空間的パターンを
分析し、通勤先(就業地)が中心都市だけではなく、郊外地域にも分散する傾向をもつこと
と中心都市への通勤人口の減少傾向を指摘し、郊外地域の自立的な発展に論及した。  
田口(1986)は、京阪神大都市圏が都市化段階から郊外化段階に移行し、人口・産業の郊外
化が進んでいることを指摘した。鈴木(1989)は 1960 年代には第二次産業、1970 年代以降は
第三次産業を中心に東京大都市圏の郊外分散が進展していたことを指摘した。富田 (1984)
は 1970~1980 年に、東京大都市圏における雇用増加の大半が郊外地域であり、特に事務職
雇用が郊外地域に展開していることを論じた。石川(2008)は東京大都市圏をとりあげ、オ
フィスの郊外分散が顕著化したことと、モータリゼーションの発達による小売業が郊外地
域への立地が進行していることを指摘した。  
さらに、居住の郊外化に関する研究も多く蓄積されている。塚本 (1994)は東京都市圏の
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人口を分散するために、多摩ニュータウンの開発と変容について論じた。高山 (2008)は千
里ニュータウンを事例として、大都市圏の地域構造変化の中に、都市圏の機能の一部とし
て、ニュータウンの現状と問題性を検討した。  
 
2) 都市圏の多核化に関する研究  
大都市圏の多核化に関して、Erickson(1983)は 1920~60 年代には製造業・小売業の郊外分
散により、郊外化が進んでおり、1960~80 年代には郊外核が形成され、大都市圏は多核中
心型地域構造を示すようになったと論じた。Wheeler(1986)は CBD に匹敵する規模をもつ
郊外核が、1970~1980 年代にかけて人口郊外化の進展やモータリゼーションの発達により、
急成長したことを指摘した。  
通勤動向に注目して、東京大都市圏の多核中心型地域構造の変容を考察した桑原他
(1984)は東京区部では流入就業者の増加率が低く、郊外地域における多くの市町村におい
てその増加が顕著であり、1970 年代に東京大都市圏は多核中心型地域構造になったことと
述べ、その要因が、人口・産業の郊外化にあったことを論じた。富田 ,(1995)は 1960 年代に
は通勤動向からみて郊外地域の中心都市への依存度が高かったが、1970 年代以降、中心都
市への依存が低下し、郊外地域が自立性を高め、東京大都市圏では多核化が進展したこと
を指摘した。  
日本住宅総合センター(1983)は大阪都市圏における通勤動向に注目し、1960 年以降、従
業地としての大阪市の地位が低下し、1980 年代までに、大阪都市圏において単核中心型地
域構造が弱体化し、多核中心型地域構造が形成されるようになったことを指摘した。大阪
都市圏における郊外地域の自立化について検討した松澤 (1986)は、大阪府下の主要都市が
従業地となり、それぞれの通勤圏を形成し、大都市圏における通勤動向が多様化し、郊外
地域の自立性が強まったことを明らかにした。  
大都市圏における小売業立地の観点から、大都市圏の地域構造の変容を検討した研究と
して荒井(1983)・川口(1985)があげられる。荒井(1983)は郊外地域における小売業・サービ
ス業の立地の変化を検討し、1966 年では郊外地域に最寄品を中心に小売業が郊外地域に立
地したが、1978 年では買廻品施設の郊外立地傾向が強まったことを指摘した。川口 (1985)
は市区町別の小売業従業者数の分布傾向から、東京大都市圏の都心部には買廻小売業、近
郊地域には最寄品小売業、さらに遠郊地域には買廻品小売業が卓越し、従業者数の通勤パ
ターンから、東京大都市圏では階層的な中心地関係が存在していると論じた。  
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郊外地域に居住する消費者の空間行動の変化について論じたのは荒井(1981)・藤井(1986)
である。荒井(1981)は東京大都市圏の地域住民の購買動向に注目し、上位中心地である東
京都心部・中位中心地である近郊地域の郊外核・下位中心地である遠郊地域の郊外核のか
たなる階層的な商業中心地構造を指摘した。藤井 (1986)は神奈川県をとりあげ、1970 何代
から 1980 年代前半の間に、神奈川県民の消費空間行動が東京都心部だけでなく、東京大都
市圏の南西部地域に広範囲に展開していることから、東京大都市圏が多核化傾向を示しつ
つあることを論じた。  
郊外地域の自立化に関して、成田 (1988)は郊外地域の居住者の割合・郊外地域から中心
都市への通勤率・郊外地域の従業地のホワイトカラー比率などの状況から、郊外地域の自
立化を指摘し、川口(1992)は、大都市郊外地域でのホワイトカラー雇用の増加は、郊外地
域への都市機能の分散ではなく、郊外地域における主婦労働の増大に起因するところが大
きいことを論じた。  
先進国では、大都市圏の地域構造研究は人口・産業などの都市機能の郊外地域への分散
過程を解明するものが多いが(石川,2008)、都市機能の郊外地域への分散による郊外核の形
成に注目し、その形成過程及び変容についての考察は少ない。また、大都市圏の多核化研
究に関しては、購買動向による郊外核の中心性と通勤動向による郊外核の自立性に関して、
学生の購買動向・教職員の通勤パターンに注目した研究はほとんどない。  
 
3) 高等教育機関の郊外立地に関する研究 
高等教育機関の郊外立地に関して、Gilbert (1961) はイギリス・ドイツの都市圏を事例と
して、郊外地域に大学都市が形成され、そこでは学生と教職員は総人口の大半を占め、高
等教育機関が最大の雇用機関として機能し、商業施設の主要な利用者は高等教育機関の学
生・教職員であることを指摘した。アメリカでは 1950 年代から高等教育機会の拡大を契機
に、州政府主導で、自然環境が良い郊外地域には高等教育機関が計画的に建設され始めた
(Dunham,1969)。   
日本では高度経済成長期に生じた都市過密・都市環境などの問題を緩和するために、高
等教育機関の郊外分散が政策的に実施された。土肥を中心とした研究グループは、筑波研
究学園都市の開発とそのプロセスについて、人口の定着・住宅団地の整備をとりあげ、東
京大都市圏郊外地域の都市化及び変容について検討した (石川 .1975,土肥他 .1981.1988,若林
他.1987,土肥他.1997)。また、地方都市における高等教育機関の郊外立地及び研究学園都市
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の開発について、酒井(2008)・水島他(2010)は土地利用の側面から、関西学研都市と神戸研
究学園都市を事例として考察した。  
大都市圏における高等教育・研究機関の立地の特性に注目した研究として金田・竹内
(1980) 、斎尾他(2013)があげられる。金田・竹内 (1980)は東京大都圏の研究機関の立地分
布特性を検討し、東京都・神奈川県は研究機関の集積地であるが、埼玉県・千葉県にはス
少ない傾向を指摘した。斎尾(2013)は 1981 年から 2011 年にかけて、東京大都市圏の 382
の高等教育機関の立地動向を検討し、1981~1991 年には郊外移転期、1991~2001 年には郊
外移転と都心回帰の混在期、2001~2011 年には都心回帰期という３つの時期区分を提示し
た。  
高等教育・研究機関の郊外立地に関する研究は、高等教育機関の立地による郊外地域の
変容に注目したものが多いが、大都市圏において、高等教育機関及び大学城の開発に着目
した地域構造の変容に関する研究は管見の限り見当たらない。  
 
3. 先進国における研究動向の総括 
理論的研究は、古典的理論である同心円・扇形・多核中心型地域構造理論は、都市地域
の拡大とその内部地域分化の問題に注目したものである。富田（1975）は大都市圏におけ
る人口変動により集心・離心・離心拡大の地域構造理論を提示し、そこで示された推移段
階化は Klassen らの都市圏の発展段階説は都市化・郊外化・逆都市化・再都市化の 4 段階
に対応するものであるが、大都市圏を中心都市と郊外地域に区分し、それぞれの地域にお
ける人口変動に伴い、都市圏の成長過程を論じたものである。また、富田（1995）は人口・
産業の郊外化の進行による郊外地域に郊外核（中心地区）の形成のメカニズムを説明する
大都市圏の多核中心型地域構造への変容理論を提示した。  
大都市圏の地域構造に関する実証的研究は、第二次大戦以降、先進国において、人口・
産業の郊外化の現象の説明を軸に展開してきた(Champion,1992)。日本においても 1960 年
代から人口の郊外分散による大都市圏の郊外化のプロセス、中心都市への通勤パターンの
変化などの問題をとりあげた研究がある(石川 2008, 渡辺 1973)。  
1970 年代に雇用の郊外化による中心都市への就業依存、通勤パターンの低下について分
析した(鈴木,1989)。オフィスの郊外への立地に関して、広島大都市圏の金融業オフィスが
郊外への移転傾向が低く、集心的であり、その大半は都心部から都心周辺部に移転し (山
崎,1980)、石川(2008)は東京大都市圏におけるオフィスの郊外立地が顕在化していると論じ
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た。大都市圏における中心都市の人口をぶんさんするために、居住郊外化が進んでおり、
郊外地域にニュータウンが開発されていた。  
多核化に関しては、アメリカにおいて、Erickson(1983)は製造業・小売業の郊外化の進展
に伴い、1960~80 年代に郊外核が形成され、大都市圏は多核中心型地域構造に変化してい
る論じ、Wheeler(1986)は郊外地域に CBD に匹敵する郊外核が 1970、80 年代に、人口・産
業の郊外化、モータリゼーションの発達に伴う急成長したことを指摘した。日本では荒井
(1983)・川口(1985)も東京大都市圏における小売業・サービス業が郊外地域への立地変化か
ら、従業者数の通勤パターンに注目し、郊外地域は東京中心市区の間は階層的な中心地関
係が存在していることを示した。  
通勤動向に注目し、桑原他(1984)は東京区部への流入就業者の増加率が低く、周辺地域
の市町村において就業者の増減が著しいことから、富田 (1995)は 1960 年代に通勤動向から
みて郊外地域は中心都市へ依存度が高く、1970 年代に中心都市へ依存度が低下し、郊外地
域の自立性が高めたことから、東京大都市圏は多核中心型地域構造になったと論じた。ま
た、日本住宅センター(1983)・松澤(1986)は大阪大都市圏をとりあげ、通勤動向に着目し、
1960 年代より 1980 年代には郊外地域の自立性が強まり、単核中心型から多核中心型地域
構造に変化していたと検討した。  
また、郊外地域に居住する消費者の購買動向からみて、東京大都市圏において、東京都
心部は上位中心地、郊外地域は中位中心地、小規模商店街が下位中心地の 3 つの階層的な
商業中心地からなる多核中心型地域構造であることを論じた荒井 (1981)。藤井(1986)も横浜
市の郊外地域に居住する消費者の購買動向によれば、購買指向は東京都心部への依存度が
低く、横浜都心部への依存度が高くなったことから、東京大都市圏の多核中心型の地域構
造への変容を促進したことを示した。ほかは郊外地域から都心部への通勤率や郊外地域の
就業地のホワイトカラー比率などの状況によって、郊外地域の自立性を検討した (成田  
1988, 川口 1992)。  
大都市圏の多核化研究に関しては人口・産業などの都市機能の郊外地域への分散過程を
解明するものが多いが(石川 ,2008)、都市機能の郊外地域への分散による郊外核の形成に注
目し、その形成過程及び変容についての考察は少ない。また、大都市圏の多核化研究に関
しては、購買動向による郊外核の中心性と通勤動向による郊外核の自立性に関して、学生
の購買動向・教職員の通勤パターンに注目した研究がほとんどない。 
高等教育・研究機関の郊外立地に関する研究は、高等教育機関の立地による郊外地域の変
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容に注目したものが多いが、大都市圏において、高等教育機関及び大学都市の開発に着目
した郊外核の形成及び地域構造の特性に関する研究が管見限り見当たらない。  
 
第2節. 中国における研究動向 
1. 理論的研究 
中国において、都市圏地域構造に関する研究は先進国より遅れ、1980 年代後半から始ま
ったが  (周ほか 2005,馮 2006)、まず、許ほか(1989)があげられる。許ほかは居住地区の配
置に注目し、広州大都市圏は楕円型地域構造であると論じた。都心部には人口密集混合旧
居住地区、都心部周辺部(東部・北部)には新住宅小区を中心とする幹部居住地区 (文化水準
や幹部人口の割合が相対的に高い)、近郊地域には工人居住地区、その外側は農民居住地区
となっている。また、高等教育機関の立地によって、都心周辺部やその外側地域には知識
分子居住地区が展開するという地域構造の特性も指摘した。  
馮(2004)は中国において大都市圏地域構造の変容理論を提示した研究者の 1 人である 
(鄒 ,2005)。馮は土地利用の変化に注目し、大都市(大都市圏)を中心市区(都心部・都心周辺
部)、近郊内縁地域、近郊外縁地域、遠郊内縁地域、遠郊外縁地域の 5 つの地帯に区分し、
1980 年代には各階層人口の居住地区の配置は都心部から外側へ同心円状に展開する単核
中心型地域構造であったが、1990 年代には多核中心型地域構造へと変容する地域構造理論
を示した(図 2-2)。  
馮の地域構造理論では、1980 年代は中心市区には工人住宅・工場の混合地帯であり、近
郊内縁地域は工場・居住の混合地帯・住宅小区・高等教育機関の集中地帯・外来人口の集
中地帯でもあり、人口増加が著しく、近郊外縁地域には工業・工人の住宅小区が分布して
いる。遠郊内縁・外縁地域では農業地帯、県級都市が位置し、人口の増加率は低い。1990
年代には、人口・産業の郊外化が進行し、北京・広州・上海などの都心部では人口の減少
が著しく、都心周辺部・近郊地域での人口が増加伴い、商業施設も郊外地域に立地してい
る。また、近郊外縁地域では都心部・都心周辺部から移転した工場の受皿として、工業園
区や経済開発区も設置され、居住・工業の混合地帯となりつつある。交通インフラの整備
によって、遠郊の内縁地域に工業・商業施設が立地し、個別地区には高級住宅小区が開発
された。遠郊外縁には県級都市の人口が増加著しく、最外縁は農業地帯である。  
馮は中国の大都市圏では、1980 年代までの単核中心型から、1990 年代の多核中心型の  
19 
 
 
図 2-2：1980,90 年代の中国大都市圏の地域構造理論  
(馮(2004)による) 
 
地域構造に変容しつつあることを指摘した。1990 年代には人口・産業の郊外化の進展に伴
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い、都心部は居住・工業の混合地区から、商業・業務・サービス業を核とする中心地区に
変化し、人口が減少したのに対して、近郊・遠郊地域は住宅小区・工業園区・商業中心地
区が開発され、人口が増加傾向にあることを指摘した。  
胡(1995)は大都市圏の地域構造を古代・近代・現代に分けて考察し、現代では、都心部
は商業・オフィスなどの都市機能が集中し、居住地区・行政機関・教育機関などが都心周
辺部に、工場は郊外地域に分布するという地域構造をもつと論じた。魯 (2011)は中国の大
都市圏の地域構造を古代・近代・新中国成立から改革開放まで・改革開放以降の 4 時期に
区分し検討し、近代に形成された同心円型の地域構造は新中国成立後も継続し、都心部は
行政・商業・工業・居住の混合地区、その外側に重工業地区、居住地区の混合地区が配置
すること、改革開放以降は、都心部では商業・居住などが増加し、郊外地域では経済開発
区・工業園区が開発され、1990 年代には大都市圏では多核中心型の地域構造を形成されつ
つあると論じた。  
このほか、柴(1999)は中国の都市地域構造を土地利用と居住の 2 つの側面から分析し、
都心部から郊外地域に旧居住地区・新居住地区が配列する同心円型の地域構造が認められ
ることを明らかにした。  
 
2. 実証的研究 
1) 大都市圏の郊外化に関する研究  
 先進国の郊外化研究の成果を紹介したのは周(1995)・柴(1995)である。周(1995)は主に富
田・Klassen ら・Hall の研究理論、先進国の郊外化の研究を紹介し、柴は日本の大都市圏に
おける人口・産業・オフィスに関する郊外化の研究方法や特徴を紹介した。  
人口の郊外化に関して、楊・范(2006)は広州大都市圏を中心市区(都心部・都心周辺部)・近
郊地域・遠郊地域に区分し、1980~2000 年代にかけて、中心地区と比べて、近郊地域の人
口増加が著しい傾向をもつことを指摘し、Klassen 理論によれば、1980 年代は人口が遠郊
地域から中心市区・近郊地域へ流入する都市化段階であり、1990 年代は遠郊地域・中心市
区人口が近郊地域へ流入する郊外化段階であると述べ、都心部人口が都心周辺部・近郊地
域に分散し、遠郊地域人口も近郊地域に集積している傾向を強めていることを指摘した。  
また、張(2008)は上海大都市圏を都心部・都心周辺部・近郊地域・遠郊地域に区分し、
1990~2000 年代にかけて、都心部・遠郊地域から都心周辺部・近郊地域に人口は分散傾向
を示し、2000 年以降、都心部・都心周辺部・遠郊地域から近郊地域に分散し、2005 年には
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都心部・都心周辺部から近郊地域・遠郊地域へ分散する傾向が強いことを指摘した。  
向他(2009)は、上海大都市圏を中心市区(都心部・都心周辺部)・近郊地域・遠郊地域を区
分し、人口、工業の立地変動による郊外化の実態を分析し、1990 年代以降、上海大都市圏
では中心市区の人口・工業が郊外地域へ分散し、近郊・遠郊地域において経済開発区・工
業園区の開発に伴い、それが中心市区と郊外地域の均衡的な発展を促進していることを論
じた。  
このほか、林他(2008)は広州大都市圏における地下鉄網の整備に伴い、都心部における
商業機能はより強化される一方で、郊外地域には新たな商業地区が建設され、それによる
郊外化が促進していると論じ、于他(2012)は、北京市の商業機能の郊外分散は、1990 年代
には近郊地域へ、21 世紀には遠郊地域へと展開し、特に、西北・東北地域への郊外化が顕
著であることを指摘した。  
  
2) 大都市圏の多核化に関する研究 
 まず、多核中心型地域構造における階層的な中心地関係に関連する研究をとりあげる。  
安(1990)は商業施設の立地に注目し、蘭州大都市圏では商業中心地区を市レベル中心・区
レベル中心・街道レベル中心の 3 つの階層的な商業中心地区から構成されることを指摘し
た。都市住民の所得による消費指向から、都市における商業地区の階層関係を分析した仵
他(2001)は、天津都市圏における商業地区を都心部・都心周辺部・郊外地域の 3 つのレベ
ルの商業中心地区に階層区分し、高所得の住民は都心の商業中心地区への、低所得の住民
は近隣商業中心地区への購買指向が強いと論じた。また、陳他 (2009)は北京住民の購買指
向に注目し、北京市の商業地区を都心部・都心周辺部・近郊地域の 3 つのレベルの商業中
心地区に区分し、高所得者は都心部指向、低所得者は近隣商業中心地区に購買指向がある
ことを指摘し、都心部の住民の都心部への購買指向に変化はみられないが、近郊地域の住
民の購買動向は、従来の都心部指向から、近郊指向に転換しつつあり、商業施設の立地か
らみた北京大都市圏の地域構造はより多核中心型地域構造が形成されつつあるとした。  
次に、大都市圏の郊外地域における開発区の建設による多核中心型地域構造の形成に関
する研究として、馬ほか(2008)は 1980 年代まで上海大都市圏は単核中心型地域構造であっ
たが、1990 年代には郊外地域における工業園区・サービス園区の開発に伴い、郊外地域に
新たな中心地区が形成され、単核中心型から多核中心型地域構造に転換しつつあることを
指摘した。  
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李(2007)は天津都市圏を事例として、1980 年代までに都心部には主に商業・居住区、都心
周辺部には居住・工業混合地区となり、その外側には科教・居住・工業地区を分布し、天
津都市圏は単核中心の同心円型地域構造であったが、1990 年代には京津唐高速道路の整備、
塘沽新区の副都心開発などにより、単核中心型から多核中心型の地域構造に変化しつつあ
ることを論じた。  
3) 高等教育機関の郊外立地(大学城開発)に関する研究 
 大学城開発に関しては、経済学・社会学からのアプローチが多く、研究内容も多岐に渡
るが、全体的傾向として高等教育機関の郊外立地による都市・地域経済の発展への寄与の
問題をとりあげた研究が多い。そのうち、大学城開発が郊外地域の都市化を促進している
ことを指摘したのが李他(2003)・黄(2006)・陸他(2010)などである。何(2005)、宋(2007)は、
大学城開発が地域経済の成長を牽引し、域内の創造革新の中心となり、その経済効果も周
辺地域に波及し、地域経済の発展に強い促進作用をもつと論じ、王他 (2005)、肖他(2006)
などは、大学城開発による農民の就業構造の転換や収入の増加などの経済的効果について
検討を加えた。  
また、田・宋(2005)は高等教育・研究機関の郊外分散による筑波研究学園都市の開発は
高等教育の発展、郊外都市化の促進の役割を果たしていると論じた。許他 (2007)は高等教
育への投資増大に伴い、大学城開発による都市化の促進、学生の定員拡大による都市人口
の増加などから、2000 年以降、都市化を促す高等教育機関の役割が大きいと分析した。肖
(2003)も、広州大学城を例として、その開発が広州市における高等教育・科学研究の進歩、
新しい経済成長拠点になっていることを論じ、譚(2008)は重慶大学城開発を事例とし、大
学城開発が郊外地域の経済発展を促進していると分析した。また、曹 (2012)は深圳大学城
における都市機能の構成を考察し、深圳市の知識都市 (Knowledge City)の形成の課題につい
て検討した。  
 これまでの大学城開発に関する研究は、郊外立地による都市化実態・郊外地域の経済の
発展などの観点からを論じたものが大半であり、大学城による郊外地域の中心地区の形成
や学生の購買指向、教職員の通勤動向に注目し、大都市圏の地域構造の特性・変容にまで、
論及した研究は管見の限りみられない。  
 
3. 中国における研究動向の総括 
 理論的研究に関しては、大都市圏を中心市区(都心部・都心周辺部)・近郊地域・遠郊地
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域に区分し、人口の推移・土地利用の変化に伴い、大都市圏の地域構造の規則性を説明す
るものが多い。許(1989)は広州の居住地区に関して、都心部からは人口密集混合居住区、
都心部東部・北部の隣接地域には文化水準や幹部人口の割合が相対的に高い幹部居住区と、
高等教育機関の立地による知識分子居住区、近郊地域には工場が集積し、工人の割合が高
い居住区、その外側には農業を中心とする人口居住区を展開している楕円型地域構造が形
成されていることを指摘した。馮 (2004)は大都市圏を中心市区・近郊内縁地域・近郊外縁
地域・遠郊内縁地域・遠郊外縁地域に区分し、1980 年代には大都市圏の地域構造は同心円
的な単核中心型であるが、1990 年代には人口・産業の郊外化の進展に伴い、近郊・遠郊地
域には商業施設も立地し、郊外中心地区が形成されるにつれて、多核中心型地域構造に変
容しつつあることを指摘した。他方、薛(1996)・柴(1999)は居住地区に注目し、大都市圏は
同心円型地域構造であることを論じた。  
中国における理論的研究は、先進国の大都市圏の地域構造理論を踏まえて、中国の大都
市圏への適合性を検討し、一般化・模式化を試みたものが多く、そのうちの大半は人口・
産業の立地に着目した事例研究であったが、これらの理論的研究においては、高等教育機
関の立地に関しては全く関心が払われていない。1990 年代以降の、中国の大都市圏での大
学城開発に伴う、高等教育機関の郊外立地の顕在化の進展による大都市圏の地域構造の特
性や変容に関する考察が、今後の大都市圏の地域構造特性の研究にとって重要な視角であ
る。  
大都市圏の郊外化に関する実証的研究は、先進国の研究成果を紹介する研究から始まり、
人口・産業機能の郊外立地に注目し、国勢調査などのデータを用いた因子生態分析により、
郊外化現象を検証したものと郊外核の形成による地域構造の変容をとりあげた研究が多い。
そこでは、商業施設の立地に注目し、都市住民の購買動向からみた大都市圏の地域構造の
階層的な関係の存在を指摘した研究(仵他 2001,陳他 2009)、各中心地区における商業中心地
の形成及び商業施設の集積について明らかにされていない。  
また、郊外地域における新開発区の発展による多核中心型地域構造の形成に関する研究
では、工業園区の開発・都市計画という視点からのものが多く、それらの大半は郊外核の
開発実態を取り扱ったものである。また、都市圏内の住民の購買動向からみた都市圏地域
構造の特性に関する研究もあるが、郊外地域の地域住民の購買動向をもとに大都市圏の地
域構造の多核化と都心部と郊外核の階層的中心地関係を論じた研究はない。  
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第3節. 研究動向の総括と課題 
 本章では、大都市圏の地域構造に関連する諸研究を先進国と中国にわけて整理した。  
 先進国における大都市圏の地域構造の研究に関しては、20 世紀の初頭にて指示された古
典的な同心円型・扇状型・多核中心型地域構造は、都心部という単核を中心とした地域構
造理論である。これに対して、1970 年代以降の大都市圏の中心都市と郊外地域での人口動
態の推移に注目した富田・Klassen・Hall は中心都市への人口集中(都市化)から郊外地域へ
の分散(郊外化)、さらに逆都市化に至るまでの地域構造の変容理論を提起した。さらに富
田（1995）は人口・産業の郊外化の進展による、郊外地域の中心都市への依存度の低下、
すなわち、郊外地域の雇用・消費の増大による郊外核の形成と郊外地域の自立化のメカニ
ズムを説明し、大都市圏は単核中心型地域構造から、多核中心型地域構造への変容理論を
提示した。  
アメリカでは、人口・産業の郊外分散立地現象の説明を軸に大都市圏の郊外化研究は展
開してきた。1960 年代から日本では、人口・産業の郊外分散立地現象に焦点を当てた大都
市圏の郊外化のプロセスの研究から、居住地・就業地の変化による中心都市への通勤動向
の検証、さらに郊外地域における地域住民の購買動向に注目した研究が増加した。  
大都市圏の多核化に関する研究動向の特色として、その大半は実証的研究であり、理論的
研究が少ない。実証的研究において、人口・産業の中心都市から郊外地域への分散立地、
大都市圏の購買・通勤動向からみた郊外地域の中心都市への依存度が低下や郊外地域がの
自立化傾向を指摘し、多核中心型地域構造の形成メカニズムを論じた研究もみられる（富
田、1995）。  
中国における大都市圏の地域構造の研究の特色として、理論的研究は少なく、主に先進
国の都市地域構造理論に参考し、大都市圏における人口・居住地区の分布及び工業地区の
配置を説明したものであり、大都市圏地域構造は 1980 年代の単核中心型から多核中心型地
域構造に変容してきた(馮,2004)。現在の大都市圏の成長に伴い、高等教育機関を中心とす
る大学城の開発に注目し、それによる地域構造の特性の検討を試みた研究はない。  
実証的研究に関しては、中国では北京・上海・広州などの大都市圏を事例として、人口・
産業の郊外分散立地傾向を扱ったものが多く、購買動向からみた大都市圏の地域構造の階
層性について論じた研究みられるが、郊外核に注目し、そこでの商業中心地区の形成や郊
外地域住民の購買動向から、郊外核の自立性を検討した研究は少ない。  
高等教育機関の郊外立地及び郊外地域の大学城の開発に注目した研究の大半は、郊外地
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域の経済発展への寄与などの観点からのものであり、大学城開発による郊外核の形成プロ
セスやそれに伴う大都市圏の地域構造の特性について検討した研究が少ない。  
また、郊外地域の変容（郊外化）に伴う大都市圏の多核中心型地域構造の形成を論じた
研究も多くあるが、大学城という郊外核（中心地区）の形成を扱った研究も見当たらない。
大学城における商業施設の立地、学生・地域住民の購買動向、教職員・地域住民の通勤動
向に注目して、大学城と大都市圏内の他の中心地区（郊外核を含む）の関係、とりわけ、
都心部との階層的中心地関係ついての検討し、大都市圏の地域構造の特性を論じた研究は
全くなされていない。  
大都市圏の地域構造が単核中心型から多核中心型に変容していく過程において、人口・
産業などの都市機能の郊外核への分散を指摘する研究は多い。そこでは、郊外核（中心地
区）の形成に注目するだけではなく、郊外核の特徴を検討し、多核中心型の地域構造を形
成している大都市圏内の都心部を含む多くの核（中心地区）の階層的関係等の相互の関係
性を検討することが、大都市圏の地域構造、とりわけ多核中心型地域構造の特性を考察す
る場合に重要である。  
本研究は 1990 年代から、中国の大都市圏において、郊外地域の核を形成するようにな
った大学城開発に焦点を当て、その開発のプロセスと地域変容の実相の検討に続いて、多
核中心型地域構造を形成する大都市圏内の 1 つの郊外核として大学城と他の核（中心地区）、
とりわけ、都心部との階層的中心地関係を検討し、済南・青島大都市圏の地域構造、多核
中心型地域構造の特性をしようとするものである。このような観点、大学城の開発立地に
注目して大都市圏の地域構造、とりわけ多核中心型の地域構造の特性を検討した研究はな
く、大都市圏の地域構造研究に関して新たな知見を提供するという意義を有するものであ
る。  
 
  
26 
 
第三章 中国における大学城開発 
 
 
 本章は中国における大学城開発のプロセスと展開について論じる。第１節は、大学城開
発の背景について、高等教育の発展状況と、各省・直轄市における本科・専科高等教育機
関の増加傾向と、大学城開発の経済的要因について考察する。第 2 節では中国における大
学城の誕生と展開を考察する。まず、中国における初の大学城である東方大学城開発のプ
ロセスについて論じる。次に、大学城開発の全国的状況とその特性について検討する。最
後に、中国の大学城開発の先行事例として位置づけられている日本の筑波研究学園都市の
開発をとりあげる。  
 
第 1 節 . 大学城開発の背景  
 「University Town」と称する大学城は欧米先進国では早くから成立しており、日本で 1970
年代に建設された筑波研究学園都市も、それに類似するものである。中国における大学城
開発は 1999 年に始まったが、2015 年現在、30 省域に展開し、全国 88 ヶ所に建設されてい
る。その背景として、政策的・経済的要因と急速な高等教育の発展が考えられる。  
 
1. 政策的・経済的背景 
中国における高等教育の発展は先進国と比べ、遅れており、19 世紀末期から高等教育機
関が設立され始めたが、現代的な中国の高等教育制度の導入は 1949 年以降である。1960
年代後半からの文化大革命の 10 年間、高等教育機能は麻痺し、1978 年に正常化した。谷
(2010)が指摘したように、1978 年が現在に至る中国の高等教育の再出発点となっている。
特に、改革開放政策の実施をきっかけに、1978 年には『全国教育工作会議』が開かれ、さ
らに、1980 年の『中華人民共和国学位条例』・1985 年の『関于教育体制改革的決定』・1987
年の学費の「減免的高等教育」から「非減免的高等教育」などの条例・政策の策定と施行
により、高等教育に関連する諸制度が整えられた(栗原 2010)。  
1990 年代に入り、計画経済体制から市場経済体制への転換に伴い、企業からの人材需要
に対応できるような、高等教育改革が実施され、1992 年には従来の高度な中央集権的な高
等教育管理制度が各直轄市・省・自治区の政府に移管し、高等教育機関の合併・再編が実
施された(AILI 2015)。その結果、中央政府所管の高等教育機関数は 1998 年の 218 校から、
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2000 年の 44 校に減少した。  
さらに、1996 年に『科(科技)教(教育)興国』戦略3がうち出され、『中国国民経済と社会発
展第九次五ヶ年計画及び 2010 年までの目標』においては、『科教興国戦略』が国策として
提出され、1997 年の『中国共産党第十五次全国大会』において、社会主義現代化建設を実
現するためには、『科教興国戦略』を実施しなければならないことが再確認された。『科教
興国』の目標を実現するため、教育部は 1998 年に『高等教育法』・『面向 21 世紀教育振興
行動計画』を策定した。 
『高等教育法』の実施により、高等教育機関は大学法人制度・設置形態の自由化・自主
運営権の拡大・研究開発の奨励などが法的に確定され、学生定員の量的な拡大の可能性が
大きくなった。さらに、『21 世紀に向けての教育振興行動計画』の中で、高等教育に関す
る「行動目標」は、“高等教育の改革を加速に進める。積極的に着実な歩調で高等教育を発
展する。国民の科学文化素質を向上し、就職難の問題を緩和するために、高等職業教育が
積極的に発展させなければならない。高等職業教育の改革に関しては省政府に分権する。”
と定められたことにより、各直轄市・省・自治区政府は域内に所管する高等教育機関の増
設・合併・入学定員の量的な拡大などの政策を決定できることになった。  
また、高等教育機関への進学率を 2000 年に 11%、2010 年に 15%に引き上げるという目
標が設定され、中央政府は教育経費の支出に関しても、GDP の 4%という目標を明確化し、
民間資金の参入を緩和し、国立・公立と共に、民弁(私立)大学を発展させる高等教育体制
が整えられることとなった。  
こうした高等教育の改革と政策の実施により、最近十数年間で中国の高等教育は大きく
発展し、多くの高等教育機関が設置され、進学率は 1998 年の 4%から、2015 年には 40%に
上昇し、マーチン・トロウが提唱した高等教育発展の理論モデル 4に従えば、エリート教育
から大衆教育に転換した段階に入ったと言えよう(AILI,2015)。  
中国における大学城開発の背景として、上述のような高等教育の改革及び量的な拡大政
策の実施などに加えて、経済的要因もあげられる。  
                                                   
3 科教興国戦略は、主に「科学技術は第一生産力である」という指導思想の下、、科学技術
と教育は経済及び社会発展にとって極めて重要であり、科学技術の成果を生産へ移転する
ことにより、国民の科学技術文化資質が向上、科学技術の進歩と労働者の資質の向上によ
り経済発展が推進され、国家繁栄の実現を加速することができるという内容である。  
4
 Martin Trow(1976)は 1970 年代に高等教育システムの発展変化に関する理論モデルを提唱
した。18 才の総人口に占める高等教育機関の在学者の割合を指標として、高等教育制度
の量的発展を三段階に分け、15%以下をエリート段階、15~50%以下をマス段階、51%以上
をユニバーサル段階と分類した。  
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図 3-4：中国における GDP 成長 
(『中国統計年鑑(2016)』により作成) 
 
図 3-4 は中国における GDP 成長を示したものである。1980 年代は GDP が緩やかに成長
し、高等教育機関の在校学生数も漸進増したが、1990 年代以降、特に 21 世紀に入ってか
ら、急速な GDP 成長に伴い、在校学生数も急増している。GDP の成長と進学率の増加に
関して、GDP の増加は高等教育進学率を増加させる効果を持ち、経済が成長するとともに、
高等教育の成長を促進する役割を果たしている(根本 2013)。  
さらに、1997 年のアジア経済危機は世界全体の経済に打撃し、中国も大きな影響を受け
ており、国内では経済の低迷を克服するために、中国政府は経済政策として高等教育を拡
大するという選択肢をとった。湯 (1998)は政府に“現在、中国の高等教育の進学率は発展
途上国の中においても低いレベルであり、21 世紀における生産構造の転換や生産効率の向
上をはかるために、高等教育の進学率を段階的に引き上げ、人材を育成しなければならな
い。特に、多くの若者が高等教育へ進学することによって、就職難の問題が緩和され、高
等教育への設備投資を促進し、それが直接的な内需の拡大を促し、社会経済の活性化に大
きく貢献できる。”と分析し、「拡大高校招生規模」を提言した。  
湯の提言を受け、1999 年に国家規画発展改革委員会は、内需をさらに拡大し、経済発展
を促進するために、経済政策の一環として入学定員の量的拡大政策が策定した。1999 年の
高等教育機関の募集学生数は 108 万人から、154 万人に拡大された。  
このように、アジア金融危機を機に中国が直面した経済・社会の課題を克服するために、
入学定員の量的拡大政策が実現したと考えられる。これにより、中国における高等教育機
関への進学率は、当初に設定された 2010 年の 15%進学率目標を大きく上回っている。  
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2. 高等教育の発展 
1)  本科・専科高等教育機関の変化  
 2015 年には、本科・専科高等教育機関の数は 2,852 校となり、1998 年・2002 年・2010
年より、それぞれ 129 校・868 校・849 校増加した。図 3-1 は中国における本科・専科・成
人の増減を示すものであるが、大きく増加したのは専科である。1980,90 年代に、中央政
府は多くの低学歴の政府・企業等の在職者の知識・能力を向上させるために、成人高等教
育(略称・成人)を重視し、それに伴い、成人は大きく増加したが、先に述べたように、1990
年代後半以降は高等教育の改革に伴う高等教育機関の合併・専科高等教育の推進、成人の
減少により、本科・専科が増加するようになった。  
 
 
図 3-1：本科・専科・成人別の高等教育機関数の比較   (2015 年) 
(『中国統計年鑑(2014)』・『教育発展統計公報(2016)』により作成) 
 
21 世紀に入り、本科・専科が急成長しているが、図 3-1 に示すように、2002 年から本科・
専科の数は成人の数を上回り、専科の数も本科の数を超えた。一方 2005 年から、専科から
本科への昇格や私立大学の設置の増加により、2006 年~2010 年の 5 年間には本科が 392 校
増加し、専科は 2015 年に 1,341 校となり、1998 年より 909 校増、2006 年より 194 校増加
している。本科は 2015 年に 1,219 校に拡大し、1998 年より 629 校増加し、2006 年より 499
校の増加となっている。  
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2) 在校学生数の変化  
 図 3-2 は中国における本科・専科・成人の在校学生数の変化を示すものであるが、2015
年において、在校学生数は本科 1,584.9 万人、専科 1,040.5 万人、成人は 635.94 万人となっ
ている。  
全体的に見れば、在校学生数は増加しているが、その中で、成人の在校学生数は 2015
年には、1998 年の 2 倍強に拡大している。一方で、専科高等教育機関の数は 2002 年から
本科を上回り、2015 年の在校学生数は 1040.5 万人となり、1998 年の 19 倍に増加した。特
に、2002 年から 2006 年にかけての増加は著しかった。在校学生数は最も多いのが本科で
あり、2015 年が 1,584.9 万人となり、1998 年より約 5 倍に拡大した。  
 
 
図 3-2：成人・本科・専科別の高等教育機関における在校学生数の推移  
(『中国統計年鑑(2014)』・『教育発展統計公報(2016)』により作成) 
 
3) 各省・直轄市における高等教育機関と在校学生数  
 1990 年代から、中国における高等教育機関と在校学生数は拡大傾向にあるが、高等教育
機関数と在校学生数は直轄市・省・自治区によって多様である。図 3-3 は 2015 年における
31 の直轄市・省・自治区の高等教育機関数と本科・専科別の在校学生数を示すものである。  
沿海地域は中国における経済発展の先導地域であると共に、高等教育機関も多く立地する。
対照的に、経済発展が遅れた内陸の省・自治区では、高等教育機関の数は少ない。  
100 以上の高等教育機関が立地するのは 11 の省であるが、その中の 7 省は沿海地域に位
置している。高等教育機関が最も多いのは江蘇省 159 校、次いで山東省 141 校、廣東省 141
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校である。在校学生数からみれば、山東省は最も多く約 179.7 万人で、次いで廣東省約 179.4
万人、江蘇省約 169.9 万人である。また、本科・専科別における在校学生数をみると、本
科に関して、江蘇省は 101 万人で最も多く、次いで廣東省 99.8 万人、山東省 96.1 人であ
る。一方、専科に関しては、最も多いのは山東省 83.6 万人、次いで廣東省 79.6 万人で、
河南省 72.5 万人である。  
また、江蘇省は 2014 年に 159 の高等教育機関を有するが、『南京市統計年鑑 (2015)』に
よれば、そのうち、南京市には 65 の高等教育機関が立地し、省全体の約 41%を占めてい
る。山東省は 2014 年に 142 の高等教育機関が立地し、そのうち、済南市には 69 校が立地
し、省全体の約 49%を占めている。青島市においても、40 余りの高等教育機関が立地して
いる。  
 
 
図 3-3：省・直轄市・自治区別の高等教育機関数と在校学生数   (2015 年) 
(『中国統計年鑑(2016)』により作成) 
注：本科・専科高等教育機関の在校学生数は本科・専科と略称する。  
 
第 2 節. 大学城の誕生と展開 
中国では高等教育機関は重要な都市機能の 1 つとして位置づけられ、高等教育機関の大
半は大都市に集中して立地しているが、近年、高等教育機関は都心部から、郊外に分散立
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地する傾向が顕在化しつつある。  
改革開放以前、高等教育機関の大半は都心部に立地し、1980、90 年代に設置された高等
教育機関は都心周辺部に立地したが、都心部では、過密問題・環境問題や地価高騰による
高等教育用地の確保は困難性の問題になり、2000 年以降、高等教育機関の郊外分散立地が
進んだ。さらに、地方政府も郊外地域における都市化を積極的に推進し、これに対応して、
地方政府は郊外地域への高等教育機関の立地を誘致し、多くの大都市圏の郊外地域におい
て、高等教育機関を中心とする新しいタイプの都市開発である大学城の建設が進められて
いる。  
 
1. 東方大学城開発のプロセス 
 中国において、最初に大学城開発に注目したのは企業である。1999 年に「北京外企服務
総公司」を開発主体として、河北省廊坊市政府の誘致によって、北京から 40km 離れた衛
星都市である廊坊市東北部の近郊地域で、中国初の大学城である「東方大学城」が開発さ
れた。この大学城は上庄頭・下庄頭・桐柏・堤口・堤上営・沙窩店などの村から構成され、
約 1,333ha の土地に、10 年間で 120 億元を投資して、総建築面積 780 万 m2、15 万人の学
生が在籍する大学城を建設しようとするものであった。  
当時、この地区には「愛心日本語学校」があったが、北京市から遠隔地にあるため、入
学者が少なく、経営不振となり、所有者である愛新覚羅・顕崎は 1998 年 5 月に有名な教育
改革者である劉志毅(当時北京市第二十五中学校長)に相談した。劉は日本語学校を訪問し、
ここに日本の筑波研究学園都市のような「大学城」を開発し、北京市から高等教育機関を
誘致することを提案した。  
 これを受けて、1998 年６月に愛新覚羅は「北京外企服務総公司」の勒振国常務副社長に
相談し、勒は大学城の開発に参加することを決意した。そして、廊坊市政府も積極的に協
力し、1999 年 8 月に劉・勒・愛新覚羅と廊坊市政府の代表である劉副市長ら (教育局・規
画局・開発区などの局長)は大学城の開発について検討し、市政府と市場価格の六分の一で
ある 1ha 当たり 82.5 万元の低価格で土地を提供し、大学城における道路・上下水道・通信
などインフラストラクチャを整備することで合意した。  
劉校長は自ら大学城に関する基本計画案を立て、北京外企服務総公司を主体とした大学
城開発管理委員会を設置し、勒振国は管理委員会の主任に就任した。同年 10 月には第一期
プロジェクト 213.33ha の建設に着手し、2000 年 8 月に総建築面積 57 万 m2 が開発され、9
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月には 7 高等教育機関 1 万人の学生を受け入れて、教育活動を開始した。  
2001 年 3 月には 533.33ha に及ぶ第二期プロジェクトに着工し、2002 年 9 月までに、88
万 m2 が建設された。さらに、住宅団地とゴルフ場も整備された。現在、200 棟の建物が建
設され、総建築面積は 180 万 m2 に及ぶ。その内、教学棟 32 棟、学生寮 65 棟、分譲マン
ション 50 棟、商業建築 35 棟に加えて、四つの住宅団地・図書館・体育館・食堂・ゴルフ
場から構成されている。  
 大学城内の教育に関連する施設はすべて有料賃貸化され、その料金は以下のように設定
された。  
a. 学生 1 人当たりの教室使用料(1 年間) 
本科大学生 1,300 元、専科大学生 1,500 元。  
b. 学生 1 人当たりの学生寮費用(1 年間) 
4 人室：1,900 元、6 人室：1,500 元(水道・ガス・電気の料金込み)。  
c. 体育館・プールは 90 分間で学生 1 人当たり 5 元、テニスコートは学生 1 人当たり 4
元。  
 
廊坊市政府は道路などのインフラを整備し、大学城は企業によって運営されているが、
特に、教育に関連する施設も有料化することは、地方政府の財政不足にとって、意義があ
ると評価された。  
東方大学城は日本の筑波研究学園都市モデルに計画された開発であるが、大きく異なる
点は、東方大学城は政府が主体ではなく、企業を主体として開発されたことである。しか
し、東方大学城開発には様々な問題があった。開発資金不足による数十億元の負債問題、
土地資源の乱用の問題、建設時間短縮のための建造物の質的問題、また、施設の有料化に
よる学生負担増などである(楊 2008)。  
こうして開発された東方大学城には、2008 年までにおよそ 20 の高等教育機関が立地し
ていたが、多くの高等教育機関の本校は北京市区に位置し、大半の教職員は北京市区に居
住するため、通勤渋滞による休講や施設の有料化による学生の支出増などの問題があった。
現在では多くの高等教育機関は北京市区に回帰し、2016 年には立地校数は 9 校に減少し、
東方大学城開発は停滞状態にある。  
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2. 大学城開発の展開 
高等教育機関の設置政策に対応し、地級レベル都市でも“高等教育の資源を共用し、一流
の科学研究都市を目指し、都市の競争力を向上させよ”という大学城開発理念  (肖 2003) と、
郊外地域における積極的な都市化の推進5を政策目標として揚げ(曾 2004)、大学城開発が大
都市から地方中小都市レベルに至るまで、全国で展開するようになった。  
図 3-5・表 3-1 は中国の各省・直轄市における開発された大学城の状況を示すものである。
大学城の開発は 2016 年までに 88 ヶ所に及ぶが、そのうち、9 割以上は 2000 年以降に開発
されたものであり、青海省とチベット自治区以外のすべての省・直轄市・自治区において
大学城開発が展開している。開発数の多いのは江蘇省の 9 ヶ所であり、浙江省 6 ヶ所、遼
寧・河南・広西・広東省の 4 省は 5 ヶ所、山東・河北・江西・福建省は 4 ヶ所、他の省は
3 ヶ所以下である。  
大学城開発は、内陸より沿海地域での開発密度が高く、特に、長江デルタ地域に多い。
その背景として、他の地方府と比べて、長江デルタ地域は経済の発展水準が高く、財政力
が強いことが上げられる。  
初期の大学城開発は東方大学城のように、企業を主体としていたのに対し、その後の多
くの大学城は地方政府主導の開発である。その開発規模は最小の杭州浜江高教園区
1.73km2 から、最大の広州大学城 43.3km2 まで多様であり、開発投資額も数億元から数百
億元と異なるが、最大の投資額は広州大学城で 300 億元である。この開発規模・投資額は、
広州大学城が 2010 年のアジア競技大会の開催地であったことが大きな要因である。  
大学城の構成校数も 2,3 校から 10 数校まで、また、学生数も 3,4 万から 10 数万人まで
多様である。その中で、高等教育機関の立地数が最も多いのは済南章丘大学城の 15 校であ
り、青島膠南大学城には 8 つの高等教育機関に加えて、10 の研究機関が立地している。ま
た、人口規模は 20 万人程度が多いが、瀋北大学城のように 40 万人を超える大学城も数ヶ
所開発されている。  
大学城の立地に関して、表 3-1 に示すように、一部の大学城は開発された経済開発区・
工業園区などの隣接地区に立地し、一部の大学城は新区として開発され、特に、これらの
大学城は郊外地域に立地している。それは、地方政府は経済開発区・工業園区と高等教育
                                                   
5
 1998 年に、中央政府が「三農問題」である農民問題・農業問題・農村問題を解決するの
は都市化にあると提唱した。さらに、2001 年の第十次五ヶ年計画においては積極的かつ継
続的に都市化を推進するのは戦略的な国策であると位置づけられた。  
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機関の産研連携や、郊外化を促進するためである (劉 2013)。  
 
 
図 3-5：中国における大学城の分布   (2016 年) 
注：図中の数字は表 3-1 に対応する。  
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表 3-1：中国における大学城開発の概況  
省名  名称  
地図
番号  
所在地  
建設
(年 ) 
計画面積  
(km2) 
立地  
校数  
学生数  
黒竜江省  ハルビン江北大学城  1  ハルビン市江北新区 2001 －  12 －  
吉林省  長春大学城  2 長春市経済開発区 2001 50km2 10 －  
遼寧省  
瀋陽瀋北大学城  3 瀋陽市瀋北新区道義鎮 2000 4.58km2(25 億元 )  8 10 万人  
瀋陽渾南大学城  4  瀋陽市渾南新区 2001 10km2 7 10 万人  
遼寧興城大学城  5  興城市 2002 11.5km2  10 ― 
大連大学城  6 大連市経済開発区 1999 9.75km2 2 ― 
大連旅順大学城  7 大連市旅順塩場村 2003 2km２ (27 億元 ) 2 3 万人  
内モンゴル  
自治区  
フフホト大学城  8 フフホト市赛罕区 －  －  4 ― 
包頭高教園区  9 包頭市昆都侖区 2000 4km2 3 －  
北京市  
北京良郷高教園区  10  北京房山区良郷  2001 6.49km2 10 10 万人  
北京沙河高教園区  27  北京昌平区沙河鎮  2001 －  10 8 万人  
天津市  大港生態高教園区  11  天津大港開発区  2002 20.7km2 －  －  
河北省  
承德高教園区  12  承徳市工業産業園区 －  2.8km2 3 4.4 万人  
廊坊東方大学城  13  廊坊市経済開発区 1999 13.33km2 9 9 万人  
秦皇島大学城  14 秦皇島西港鎮 2001 1.33km2 2 ― 
石家庄北方大学城  15 石家ハイテク産業園区 2000 10km2 5 ― 
寧夏回族自治区  銀川大学城  16 銀川市西夏区 ― ― 6 ― 
甘粛省  蘭州科教城  17  蘭州市楡中県夏官営鎮  2001  32.99km2 3 2.3 万人  
新疆  
ウルムチ大学城  18 ウルムチ市頭屯区 2006 33.33km2 6 8 万人  
巴音苑大学城  19 庫爾勒市経済開発区 2002 2km2(8.4 億元 ) 5 ― 
陝西省  西安大学城  20  西安市南部近郊 1999 4km2 11 10 万人  
四川省  
成都城南温江大学城  21  成都市温江区 2001 18km2 5 6 万人  
成都陽光大学城  22  成都市龍泉驛区同安鎮 －  2.67km2 －  ― 
成都城西大学城  23 成都市双流県 －  －  －  ― 
重慶市  重慶大学城  24  重慶市沙坪壩区の虎溪  2003 33km2(80 億元 ) 13 15 万人  
湖北省  
武漢黄家湖大学城  25  武漢市洪山区黄家湖  2002 26km2 14 12 万人  
武漢荊州大学城  26  武漢荊州市城南開発区 2002 11km2(26 億元 ) 8 8 万人  
大花岭大学城  28 武漢市江夏区大橋  －  －  －  5 万人  
河南省  
鶴壁市高教園区  29 鶴壁市新区 2003 1km2 －  ― 
鄭州城北大学城  30 鄭州市惠済区 2003 6.67km2 6 13 万人  
鄭州城西大学城  31 鄭州市高新区 2003 －  4 －  
鄭州城南大学城  32 鄭州市中原区 2003 －  3 －  
鄭州龍子湖大学城  33 鄭州市東部龍湖鎮 2004 40km2 13 15 万人  
山東省  
済南長清大学城  34  済南市長清区崮山鎮  2003 30km2 12 15 万人  
済南章丘市大学城  35  済南市双山街道  2003 30km2(57 億元 ) 15 15 万人  
青島膠南大学城  36  青島市浜海街道  2006 28km2(38 億元 ) 18 6 万人  
日照大学科技園  37  日照市東港区の北部  2001 25km2(40 億元 ) 10 10 万人  
安徽省  
蚌埠大学城  38 蚌埠市東部龍湖東岸 2002 3.87km2 4 4.4 万人  
合肥大学城  39  合肥市経済開発区 2001 12km2 13 12 万人  
芜湖大学城  40 芜湖市高教園区 2002 4.85km2 8 6.6 万人  
江蘇省  
連雲港市高教園区  41  連雲港市花果山  2005 22km2 6 2.2 万人  
淮安大学城  42 淮安市高教園区 2003 19km2 7 8 万人  
揚州大学城  43 揚州市邗江区汊河鎮 2004 －  4 －  
常州大学城  44  常州市武進文教区  2002 13.33km2 6 10 万人  
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(各高等教育機関、政府 HP に基づき作成)      
注 1：表中の(―)は不明。  注 2：計画面積欄の(＊＊億元)は投資額を示す。
蘇州独墅湖高教区  45  蘇州工業園区独墅湖  2002 10km2 13 10 万人  
無錫大学城  46 無錫市 2001 5km2 3 4 万人  
南京市江寧大学城  47  南京江寧区方山鎮 2002 27km2 13 15 万人  
南京市仙林大学城  48  南京仙林新市区  2002 80km2 14 10 万人  
南京江北大学城  49  江蘇省南京江北新区 2002 －  7 －  
上海市  
上海東方大学城  50  上海・楊浦区 2000 －  11 14 万人  
上海南匯大学城  51  上海・南部南匯新区  2001 －  6 －  
上海松江大学城  52  上海市・松江新城区  2001 5.33km2 7 8 万人  
浙江省  
杭州下沙高教園区  53  杭州市経済開発区 2000 10.91km2 12 10.8 万人  
杭州小和山  54  杭州市西湖区留下鎮  2001 4.8km2 5 4.5 万人  
浙大紫金港校区  55 杭州市西湖区西部  2001 2.13km2 5 4 万人  
温州茶山高教園区  56  温州市茶山鎮 1999 4km2 4 4 万人 ) 
宁波高教園区  57  寧波市鎮海区 2002 4km2 7 7 万人  
杭州浜江高教園区  58  杭州市浜江区 1999 1.73km2 6 5 万人  
江西省  
九江大学城  59 九江市  ― ― 5 ― 
南昌昌北高教園区  60 南昌市昌北開発区  2003 ― 13 ― 
南昌市昌東高教園区  61 南昌市東部昌東新区  2002 25km2 14 10 万人  
ガン州大学城  62 ガン州市西南近郊  2006 30km2 8 ― 
湖南省  
湖南岳麓山大学城  63  長沙市岳麓山  2001 44km2 13 10 万人  
株洲職業教育科技园  64 株洲雲龍新区 2008 4km2(45 億元 ) 9 ― 
衡阳大学城  65 衡阳市珠睴区酃湖鄕   2.5km2(16 億元 )  3 4 万人  
貴州省  
花溪大学城  66 貴陽市花溪区党武郷  2009 15km2(14 億元 ) 6 ― 
貴州金陽科教城  67 貴陽市金陽新区  2005 4km2(30 億元 ) 6 5 万人  
雲南省  
麗江大学城  68  麗江市 2008 －  6 ― 
昆明呈貢大学城  69  昆明呈貢県新市区  2004 43km2(10 億元 ) 10 15 万人  
 広西壮族  
自治区  
広西苹果大学城  70 苹果県 2009 4km2 4 5 万人  
桂林雁山大学城  71 桂林雁山新区 2005 －  5 10 万人  
広西北弓大学城  72 柳州北弓 2003 5.33km2 4 8 万人  
南宁五合大学城  73 南宁邕宁県仙葫 2004 23km2(31 億元 ) 13 10 万人   
北海大学园区  74 北海市 2003 20km2(10 億元 ) 5 7 万人  
海南省  桂林洋大学城  75 海口市桂林洋新区  2005 7km2(36 億元 ) 8 10 万人  
広東省  
東莞大学城  76  東莞市松山湖 2003 1km2(10 億元 ) 5 ― 
広州大学城  77  广州市番禺区新鎮  2001 43km2(300 億元 )  10 13 万人  
珠海大学城  78  広東省・珠海北部地区 2000 20km2 6 ― 
深圳大学城  79  深圳南山区西麗湖畔  2002 2km2 9 2 万人  
佛山大学城  80  南海区獅山鎮  ― 10km2 4 4 万人  
山西省  
太原教育大学城  81 太原市小店区小店鎮 2003 11.33k2 11 11.2 万人  
山西浜河大学城  82 太谷県水秀鄕 2010 4.67km2(8 億元 ) 7 ― 
福建省  
福州閩侯大学城  83  福州市閩侯区上街鎮  2000 14.5km2 6 ― 
厦門集美大学城  84  アモイ集美新市区 ― 31.32km2 10 9.8 万人  
厦門翔安大学城  85  アモイ翔安新区  2003 4.5km2 6 5 万人  
厦門黄厝大学城  86 アモイ黄厝新市区  ― ― 4 ― 
遼寧省  錦州国際大学城  87 錦州市近郊  ― 20km2 2 ― 
黒竜江省  ハルビン大学城  88 ハルビン市平房区  2008 10km2 4 ― 
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3. 筑波研究学園都市の開発 
 日本において、中国の大学城開発に該当するのは筑波研究学園都市の開発である。この
筑波研究学園都市は、東方大学城の提案者である劉をはじめ、多くの中国研究者から優れ
た先行事例としてとりあげられ、中国の大学城開発の開発モデルとして位置づけられた(鐘
2001,劉他 2004,鄭他 2006)。  
  
 
図 3-6：筑波研究学園都市の位置と概要  
(yahooHP(2016 年 9 月閲覧)より引用・作成) 
 
筑波研究学園都市は、図 3-6 に示すように、東京から北東に 60km 離れた茨城県南部に
位置し、筑波郡筑波町・大穂町・豊里町・谷田部町・新治郡桜村・稲敷郡茎崎村の 6 町村
にまたがるが、総面積は 284.07km2、中心にある研究学園地区は 27km2 である。  
筑波研究学園都市建設目的の一つは東京の周辺に新たな新都市を開発することによっ
て、東京の過大化を抑え、人口の過度集中を緩和すること、もう一つは東京大都市圏にお
ける教育・研究施設の整備充実を図ることであった(小森 1971)。  
国策として計画された筑波研究学園都市は、各官庁に属する研究機関を移転し、開発さ
れたが(小森 1971)、その開発構想は池田内閣の「“世界的な研究学園都市”を建設する」と
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いう閣議決定に始まる。1963 年に筑波研究学園都市を建設することが閣議了解され、研究
機関の移転計画が各官庁によって進められる中、東京教育大学は移転計画を学内決定し、
1967 年に「筑波に土地を希望する」ことを発表した。1964 年では 4,000ha の開発規模であ
ったが、1999 年には 2,700ha に縮小した。  
1967 年に国土交通省において「研究学園推進本部」が設置された。1970 年の「筑波研
究学園都市建設法」の施行によって、36 の公的研究機関の移転建設事業が開始された。さ
らに、1971 年に「筑波新大学に関する基本計画案」が策定されたことにより、東京教育大
学の移転も決定した。1972 年に建設が始められ、1973 年に東京教育大学を主体とした筑波
大学が成立された。1974 年の筑波大学の開校により、本格的な都市開発が開始され、1980
年には 43 の研究機関の移転がほぼ完了し、現在に至る都市の骨格が形成された(河中 2009)。
その後、民間研究所が多く進出し、1991 年には 98、2014 年には約 300 の研究機関が立地
している 。この展開によって、研究学園地区の周辺部における集合住宅団地・学生アパー
トなどが立地し、市街化が促進され(土肥ら 1987) 、現在は総人口 21.7 万人を有する日本
最大の研究学園都市となった。  
研究学園都市の建設費は、1999 年までに総額 2.4 兆億円に達したが、これはすべて国家
予算で賄われ、このうち研究・教育機関の建設費が 1.52 兆億円、公務員住宅の建設費が
748 億円、住宅・都市整備公団が行う宅地造成事業などが 6,655 億円、関連公共公益施設
の整備が 1,271 億円、都市対策特別交付金が 60 億円である。これらに筑波国際科学博覧会
の建設費を加えると、約 3 兆円の公的資金が投下された。研究学園都市においては大学や
研究所などの公的な公共資産だけではなく、その周辺地域に開発された住宅団地にも公的
資金が投入されたのである。  
地域住民の利用が多い附属病院、体育館・図書館などの文化施設の配置への考慮から、
筑波大学キャンパスの周りには壁、フェンス、門が設けられていない。また、研究学園都
市の周辺地域の市街化の促進のため、学生寮も計画当初に学生の 60%を収用する計画から、
40%に引き下げられた(吉武他 1980)。  
 
第 3 節. 本章の要約 
 本章において、まず、大学城開発の背景について考察し、改革開放以降の中国における
高等教育発展の状況を概観した。計画経済体制から市場経済体制への転換に伴う社会から
の人材需要と若者の進学要望に応じて、1990 年代後半からの高等教育の改革に伴い、高等
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教育機関数と在校学生数は増加しつつある。在校学生数の増加に関しては、1980~90 年代
には在校学生数は緩やかに増加しているが、2000 年から、急成長期に入り、2014 年以降は
増加率が緩やかになり、1990 年代の水準に戻っている。本科と専科に分けてみると、2006
年から専科の本科への昇格などにより、本科と専科の差は縮小したが、本科の在校学生数
は専科より多いという特徴がある。  
また、省・直轄市別にみると、高等教育機関数と在校学生数は沿海地域の省域の方が内
陸地域の省域より多い。高等教育機関が最も多い省は江蘇省、続いて山東省・広東省であ
るが、在校学生数は山東省が最も多く、続いて広東省・江蘇省である。高等教育機関が少
ない省は経済発展水準が低い内陸地域である。 
次いで、中国初の大学城である東方大学城の開発を概観した。東方大学城は企業主導で
開発され、この大学城開発をきっかけに、大学城開発は全国に拡大され、青海省とチベッ
ト自治区以外のすべての直轄市・省・自治区において大学城開発が展開している。2015 年
現在、その数は 88 ヶ所に及ぶが、その多くは 2000 年以降に開発されたものであり、内陸
より沿海地域での開発密度が高く、特に、長江デルタ地域には多い。省別に見れば大学城
の数は江蘇省、浙江省に多く開発されている。大学城の規模は様々であり、立地した高等
教育機関数が最も多いのは済南市章丘大学城であるが、青島膠南大学城は立地した高等教
育機関・研究機関が最も多い。  
最後に、中国の大学城開発に該当する筑波研究学園都市の形成プロセスを概観した。東
東京の過大化を抑え、人口の過度集中を緩和するために、東京東北の郊外地域に筑波研究
学園都市は国策として開発され、東京教育大学及び国立研究機関を始め、多くの私立研究
機関も移転されてきた。その後に、公務員住宅・公共施設なども建設され、研究学園都市
は形成されている。  
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第四章 済南大都市圏における大学城開発と地域構造 
 
 
 本章においては、済南大都市圏における章丘大学城開発を考察し、それに関連する済南
大都市圏の地域構造の特性について検討を加える。ここで、とりあげる済南大都市圏の範
囲は、済南市行政地域とする。第 1 節では、済南市の概況・経済成長、都市的空間の拡大
及び郊外地域の実態を把握する。それを踏まえて、第 2 節では山東省における高等教育の
発展状況を概観した上で、改革開放以降、済南市における高等教育機関の立地動向を検証
する。第 3 節では大学城の概況とその開発のプロセスについて論じた後で、大学城開発に
伴う地域の変容を、道路ネットワークの整備・住宅小区の開発・商業中心地の形成・村落
の変容の 4 つの側面から検証する。第 4 節では学生・地域住民の購買動向、教職員・地域
住民の通勤動向についての考察を加味して、章丘大学城開発に伴う済南大都市圏地域構造
の特性を検討する。  
  
第1節. 経済成長と都市的空間の拡大 
1. 済南市の概況 
 済南は山東省の中西部・黄河下流域に位置し、山東省の省都・副省級都市である。現在
の市域は図 4-1 に示すように、10 の市区・市・県からなるが、市区は天橋区・槐花区・市
中区・歴下区の 4 つの中心市区と、歴城区・長清区・章丘区の 3 つの郊区から構成されて
いる。また、平陽県・済陽県・商河県の 3 つの衛星都市を含んでいる。済南市の市域は 1948
年の市成立以降、変遷し、1970 年代に章丘県が済南市に統合され、2014 年の済南市域面積
は 8,172.56km2 であるが、市区面積は 2000 年の 120km2 から、2014 年の 485.3km2 に拡大し、
約 4 倍強に拡大した。済南市総人口は 2014 年に 621.6 万人となり、その内、6 つの市区人
口は 2000 年の 264.46 万人から 2014 年の 368.6 万人に増加している。  
42 
 
 
図 4-1：済南市の行政空間  
 
2. 経済発展 
済南市は省都として政治中心都市という性格だけではなく、膠済鉄道と津浦鉄道が交差
する交通の要衝として経済発展の有利な条件を備え、1904 年には商埠6が設置された(Buck 
1978)。この商埠に、イギリス・日本・フランス・オランダなどの国々は総領事館を設置し、
貿易会社も開設した。近代を通じて済南は行政機能に依存する消費都市から、商工業・交
通運送業の卓越する生産都市として発展してきた。新中国成立以降、近代的工業基盤の導
入により、鉄道の隣接地区においては製鉄所・火力発電所などの工業が立地したが、本格
的な経済発展は改革開放以降である。  
 済南市統計局によれば、2014 年の済南市の GRP は 5,770.6 億元に達し、2000 年の 6.1 倍、
2005 年の 3.1 倍、2010 年の 1.5 倍となっているが、山東省において、青島市に次ぐ経済規
模である。GRP の内訳は、第 1 次産業は 2000 年の 96.02 億元から、2014 年の 290.3 億元と
なり、第 2 次産業は 2014 年には 2000 年の 414.74 億元から、2261.7 億元、第 3 次産業は
                                                   
6
 清朝末期に、外国人の居留地として指定された地域であり、特定の貿易相手国に開放した通
商地区である(王 2000)。  
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2014 年には 2000 年の 433.38 億元から、3218.6 億元となり、この 15 年間で、第 1 次産業
と第 2 次産業の GRP に占める割合が減少し、商業・飲食業などを主体とする第 3 次産業の
成長が著しい。  
 
 
図 4-2：1948 年の済南市都市的空間  
(『済南市歴史地図-済南特別市行政区劃図(1948 年)』により作成) 
 
3. 市区(都市的空間)の拡大と多核中心型地域構造の形成 
 先秦時代からの長い歴史を持つ済南市の都市的発展は、明の済府署の建設に始まり、図
4-2 に示すように、1948 年の市区は内城と外城から構成され、民国初期における商埠の建
設に伴い、市区が内城・外城から西へ拡大し、長方型となり、現在の市区の基礎枠が形成
された。  
新中国成立以降、1970 年代まで、済南市政府は工業機能・高等教育機能の重視政策によ
って、市区北部の膠済鉄道沿線には工業地区、東部・南部・南東部には文教区が開発され
た。1980、90 年代は経済発展・都市人口の増加とともに、市区は主に西北部・東部・南東
部に拡大し、西北部は工業地区と文教区、東部・南東部は居住地区と文教区として開発さ
れた。2000 年以降、既成市区における都市環境の悪化・過密などの都市問題を緩和し、郊
外化を促進するために、工業、居住、オフィス・行政、交通、高等教育などの機能を郊外
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地域に分散させ、郊外地域ではこれらの都市機能を核とした中心地区が開発されつつあり、
大学城開発もその 1 つである。  
 
 
図 4-3：済南市の市区面積の変化  
(各年度『済南市国民経済和社会発展統計公報』により作成 ) 
 
 
図 4-4：済南大都市圏の新開発区の立地分布 (2016 年) 
注：住宅小区に関しては開発規模 95ha 以上の開発区のみを示している。  
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図 4-3 は済南市における市区面積の変化を示すものである。市区面積は 2000 年以降、大
きく拡大し、2015 年の市区面積は 496.71km2、2000 年の約 4 倍強、1980 年の約 6 倍となっ
ている。  
図 4-4 に示すように、済南市では 1990 年代から都市機能の郊外分散により、郊外地域に
おいて経済開発区、住宅小区、行政・金融新区、大学城等が開発され (袁 2008,劉 2013)、2000
年以降は近郊地域から遠郊地域に展開している。それに伴い、済南大都市圏は改革開放以
前の既成市区の都心部を核とした単核中心型から、多核中心型地域構造に変容しつつある。 
 
1) 高新技術産業開発区  
済南市における開発区の建設は、1992 年に都心周辺部の東側、経十東路以北の地域にお
ける済南高新技術産業開発区に始まる。この開発区の規模は当初の 140km2 から、162km2
に拡大し、人口も 12 万人から 30 万人に増加している。開発区には電子・IT・製薬・電気
自動車などの計 3,000 の企業が立地している。近年、住宅小区・ホテル・オフィス・小中
学校・商業施設も整備されている。  
 
2) 経済開発区  
1996 年に都心周辺部の西側、経十路以北の地域に「経済開発区」が計画され、大型トラ
ック製造・食品加工などの産業を中心に 154 企業が立地している。規模的には 2001 年の
2km
2 から現在は約 14km2 に拡大し、土地利用の内訳は約 8km2 の工業用地と、5.5km2 の緑
化・居住用地、0.8km2 の商業・オフィス・行政・教育用地である。このように、済南市東
部・西部の郊外地域において、工業機能を核とする中心地区が形成されている。  
 
3) 住宅小区  
 済南市では住宅小区の開発も郊外化を促進するもう 1 つの重要な要因である。1990 年代
に郊外地域における住宅小区の開発により、1995 年末には済南市において延床面積 3 万
m
2 以上の住宅小区が 105 ヶ所開発され、その大半は都心周辺部に立地したが (王他 1998)、
2000 年から、重汽・万達・中鉄建・道橋などのような大手不動産開発会社により、大規模
な住宅小区が郊外地域に開発されている。例えば、小清河住宅小区は都心部の東北に位置
し、用地規模は 165ha である。重汽翡翠東郡住宅小区は用地規模が 99ha、南側の隣接地区
に開発されている中国諾貝尓城住宅小区の用地規模は 120ha であり、その周辺の 4 つの住
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宅小区を加えて、総用地規模は 400ha 以上にのぼる。済南市大都市圏では 2015 年に商品住
宅の販売総面積(延床面積)が 1,191.2 万 m2 に達し、前年より 37.7%増加した。また、2015
年に開発中の住宅小区の総用地規模は 755.16ha であり、そのうち、約 7 割が郊外地域に分
布している7。大規模の住宅小区においては商業施設・小中学校なども整備されている。  
 
4) 西客駅新区  
2008 年以降、高速鉄道の整備に伴い、新幹線駅が郊外地域に建設されつつあり、済南市
も郊外地域に済南西駅が建設され、駅を中心として開発規模 26km2、30 万人の新市区が開
発されている。駅の隣接地区はオフィス・商業施設・ホテル、その外側には住宅小区・学
校などを開発されている。  
 
5) 行政・金融新区  
 2009 年の第 11 次全国大運動会開催を契機として、東部の近郊地域における経十東路の
南側に選手村が建設され、その後、商品住宅として販売された。済南市政府も都心部から
移転し、2010 年以降、経十東路の北側には、平安保険・人寿保険・太平洋保険・海通証券・
建設銀行・工商銀行・招商銀行などの金融機関が立地し、開発規模 27km2、人口 20 万人の
行政・金融新区が形成されつつある。  
 
第2節. 済南市における高等教育機関の立地変動 
1. 高等教育の発展 
済南市における高等教育機関の立地は、1901 年に清政府の山東大学堂の設立に始まり、
1912 年に山東公立工業専門学校・山東公立商業専門学校・山東高等師範学校などの高等教
育機関が設置されたが、1948 年までにすべての高等教育機関は山東省外に転出した8。   
改革開放以降、中央政府の高等教育改革政策に基づき、山東省における高等教育は急速
に発展してきた。高等教育機関数は 1980 年の 35 校から、2000 年には 58 校、2014 年には
142 校に増加している。また、在校学生数も 2014 年に 179.67 万人となり、1980 年の約 35
倍、2000 年の 6 倍に増加している9。  
                                                   
7 済南市国土資源管理局 HP：「土地管理」による。  
8『済南市志』「教育志」による。  
9
 高等教育機関数と在校学生数は本科と専科を合わせた数字である。  
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そのうち、済南市に立地した高等教育機関数は山東省全体の約 5 割を占める。図 4-5 に
示すように、2000 年は 20 校で、1980 年より 9 校増であるが、2014 年は 69 校に増加した。
在校学生数も 1980 年の 1.58 万人から、2000 年は 16 万人に達し、1980 年の約 5 倍に増加
したが、2000 年の市区人口の約 4%弱を占める。21 世紀に入り、在校学生数は急速に増加
し、2014 年には 72.72 万人となり、2000 年の約 4.5 倍となり、2014 年の市区人口の約 2 割
を占めるに至った。  
 
 
図 4-5：済南市における高等教育機関数と在校学生数  
(『山東省教育統計-2015』により作成) 
 
2. 高等教育機関の立地動向 
  済南市における高等教育機関の立地は、1940 年代から 1970 年代まで都心部に、1980 年
代以降は都心部から都心周辺部へ立地し、2000 年以降には、都心部・都心周辺部から郊外
地域へ分散立地する動きが顕在化しつつある。ここでは、大都市圏における高等教育機関
の立地動向を都心部・都心周辺部・郊外地域の 3 つの地域レベルに区分して検討する。  
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図 4-6：済南市都心部・都心周辺部における高等教育機関の立地分布   (1999 年) 
(『山東省地名図集(1999 年)』により作成) 
注 1： 商業中心地   省政府  
注 2：本科高等教育機関  
①山東大学医学院  ②山東大学工学院  ③山東体育学院  ④山東師範大学  ⑤山東中医薬   
学院  ⑥山東芸術学院  ⑦山東建築工程学院  ⑧山東大学本校  ⑨山東大学洪家楼校区  ⑩済
南教育学院  ⑪山東公安専科学校  ⑫山東放送大学  ⑬山東政法学院⑭山東軽工学院  ⑮山
東経済学院  ⑯山東行政学院  ⑰山東財政学院 ⑱済南聯合大学  ⑲山東女子学院 ⑳山東
経済学院北院 ㉑山東科技大学  ㉒済南幼児師範学院 ㉓山東工芸美術学院  ㉔済南師範学
院  ㉕山東民族大学  
注 3：専科高等教育機関  
❶山東省体育運動学校  ❷山東伝媒学校 ❸山東青年政治学院 ❹済南工商学校 ❺山東省
紡織経済幹部学校 ❻山東省司法警官学校 ❼山東旅游学校 ❽山東技師学校 ❾山東省農
業管理幹部学校 ❿山東省商業学校 ⓫山東外国語学校 ⓬山東現代職業学院 ⓭済南技師
学校 ⓮山東交通技工学校 ⓯山東省商業学校 ⓰済南労働技工学校 ⓱山東労働技工学校 
⓲山東城建学校 ⓳済南工人学院 ⓴済南建築学校    
注 4：ⓐ文化東路  ⓑ和平路  ⓒ二環線  
注 5：内側の円は第一環状線に沿う都心部の範囲、外側の円は第二環状線に沿う都心周辺部の
範囲を示す。  
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1) 都心部  
新中国成立まで、都心部に立地した高等教育機関は済魯大学が唯一であった。図 4-6 に
示すように、1950 年代から 1970 年代まで、山東大学・山東建築工程学院は都心部の東地
区に、山東工業大学(②山東大学工学院)・山東医科大学(①山東大学医学院)・山東師範大学・
山東工芸美術学院などの高等教育機関は、南部・南東部・東部隣接地区に立地し、この地
区は「文化東路文教区」として開発された。  
  これらの高等教育機関の立地に伴い、済南市の都市的空間が都心南部・南東部・東部に
拡大し、1980 年代以降には、この地区には行政機関・ホテル・オフィス・商業施設・住宅
小区などが集積し、現在は都心部となっている。  
 
2) 都心周辺部  
 1980 年代から 1990 年代まで、『済南市城市総体規劃(1980~2000)』に基づき、図 4-6 に示
すように、専門技術者を育成する高等専科教育が重視され、1980 年代から、都心周辺部に
は燕子山文教区が開発され、山東省工商学校・山東省旅游学校・山東省技師学校・済南市
建築学校などの 11 の高等教育機関が立地した。  
さらに、1990 年代には郊外地域における経済開発区の開発に伴い、都心周辺部の西北部
工業地区から工場が郊外に分散しつつあり、工場跡地に無影山文教区が開発され、山東交
通技工学校・山東民族学院・済南市技師学校・山東科技大学などの高等教育機関が立地し
た。また、南部の舜耕文教区にも山東財政学院・済南市連合大学・済南市城建学校などの
高等教育機関が立地し、1990 年代までに 30 あまりの高等教育機関が都心周辺部に立地し
た。  
各高等教育機関の立地に伴い、都心周辺部には高等教育機関教職員の住宅小区及び国有
企業・政府機関の単位住宅小区が高等教育機関の周辺に開発され、ホテル・商業施設・オ
フィスなども立地した。高等教育機関の立地は都心から都心周辺部にかけて、その南東・
西北部に帯状に展開し、山東大学洪家楼キャンパスを中心とした洪家楼文教区を加え、4
つの文教区から構成されている。  
 
3) 郊外地域  
2000 年以降、高等教育機関は郊外地域への分散立地傾向を強めてきた。  
図 4-7 は、2016 年の済南大都市圏における高等教育機関の立地分布を示すものである。
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高等教育機関が経十路に沿って東・西部に、近郊地域から遠郊地域に分散立地している。
彩石・長清・章丘においては、高等教育機関を核とする 3 つの大学城が開発されつつある。   
このうち、彩石大学城と長清大学城はそれぞれ都心部から約 15km、20km 離れた近郊地域
に位置し、章丘大学城は約 45km 離れた遠郊地域に位置する。長清大学城には本科高等教
育機関を中心に 12 校が集積し、彩石・章丘大学城では専科を中心に、それぞれ 8 校、15
校が立地しているが、この 15 校のうち、3 校は新規立地である。このように、済南大都市
圏において、2000 年以降、高等教育機関の立地は近郊・遠郊地域への分散傾向を強めてい
る。また、これらの大学城では、商業・居住・金融などの都市機能が整備され、郊外地域
に新たな中心地区が形成されつつある。  
 
 
図 4-7：済南大都市圏における高等教育機関の立地分布  (2016 年) 
(現地調査により作成) 
 
第3節. 章丘大学城の開発 
1. 大学城地域の概況 
章丘大学城は、済南市の都心部から東へ 45km 離れた章丘区南部の双山街道(元・旭昇郷) 
に位置し、北側は経十東路を隔て、済明水経済開発区と隣接する。  
大学城地域は、開発以前は白泉村・西溝頭村・東溝頭村・北鳳庄村・南鳳庄村・横溝村・
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西姚村・東姚村・周家村・張家村・梅家村・鶏山村などの 13 の村落からなり、人口は約
3.2 万人であった。一人当たりの農地面積は、章丘区平均の 3 割と低く、生産性の低い、
経営規模の小さい零細農業地域であったが、人口の 7 割が野菜栽培・養殖業・林業、1 割
が飲食業・商業・運送業・製造業業に従事していた10。  
 
  
2. 章丘大学城の開発プロセス 
 2003 年に、章丘市政府は「章丘市国民経済与社会発展第 10 次五ヶ年規劃綱要(2001~2005)」
に基づき、経十東路南側の双山街道 (元・旭昇郷) における 9km2 の地域を章丘大学城とし
て開発することを計画した。経十東路の北側は明水経済開発区であり、その東側の旧・双  
 
表 4-1：大学城に立地した高等教育機関の一覧  
高等教育機関名称  属性  所属行政機関  
用地模  
(ha) 
在校学生
数 (人 ) 
校舎面積  
(万 m2) 
着工日  
(年 ) 
竣工日  
(年 /月 ) 
山東省医学生命科学学院  公立  山東省教育庁  104 4,673 16 2008 2011/9 
山東財経大学聖井校区  公立  山東省教育庁  133 15,000 42 2007 2011/9 
山東警察学院  公立  山東省教育庁  116 9,558 27.6 2008 2013/3 
山東財経大学燕山学院  公立  山東省黄金集団  95 8,000 15 2005 2006/9 
斉魯師範学院  公立  山東省教育庁  85 16,000 18.6 2006 2008/9 
斉魯工学院  私立  山東杏林科技集団  69 9,000 27.73 2004 2005/9 
山東旅游職業学院  公立  山東省旅游局  67 6,800 7 2003 2005/11 
山東技師職業学院  公立  山東省人力資源庁  105 9,069 26  2004 2006/6 
済南工程職業技術学院  公立  済南市教育局  50 9,000 24 2004 2006/9 
山東電子職業技術学院  公立  山東省信息産業庁  76 7,160 21 2003 2005/9 
山東伝媒職業学院  公立  山東省広電総局  67 4,800 12.8 2005 2008/9 
山東司法警官職業学院  公立  山東省司法庁  37.6 5,600 7.8  2010 2010/10 
済南現代畜牧獣医学校  公立  山東畜牧雑誌出版社  －  1,500 －  －  －  
山東凱文科技職業学院  私立  山東省三慶集団  67 12,000 50 2003 2005/9 
山東現代職業学院  私立  山東黄台集団  85 1,1215 39.43 2005 2006/9 
(劉(2013)により作成)   (2016 年) 
山村地域は行政地区として計画され、経十東路の南側には農村地域が展開していた。その
                                                   
10 『章丘市志』による。  
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後、章丘市政府は「章丘市国民経済与社会発展第 11 次五ヶ年規劃綱要(2006~2010)」にお
いて、大学城開発を章丘市における都市発展の核となるように定め、高等教育機関を中心
とする大学城開発が進められることとなった。この計画においては、章丘大学城は山東省
における高等職業教育・人材育成・研究の基地になることが位置づけられた。  
大学城における土地利用は従来の農業用地か都市建設用地に転換し、大学城計画によれ
ば、高等教育用地が 1,300ha で、全体用地の約 4 割強を占め、その他、商業用地 100ha、公
園用地 295ha、道路用地 60ha、居住用地 800ha、工業用地 200ha、行政教育用地が 245ha と
なっている。  
表 4-1 に示すように、2016 年までに 15 の高等教育機関が立地し、教職員数は約 1 万人、
在校大学生数は 11 万人を超える。その内、本科高等教育機関は山東警察学院と、斉魯工学
院、済魯師範学院、山東財経大学などの 6 校であり、その他はすべて高等職業教育機関で
ある。  
山東旅游職業学院は章丘大学城に早く立地し、2004 年に高等職業教育機関として認可さ
れ、その前身は 1988 年に燕子山文教区に立地した山東省旅游学校である。キャンパスの規
模は約 5.7ha で、日本語と英語の二つ観光教育学科、校舎面積 12,497m2 の中等職業教育学
校である。2003 年より、山東旅游職業学院は経十東路と白泉大街の南側の丘陵傾斜地 67ha
の土地を購入し、キャンパスの建設を開始した。この区域は元々白泉村の農地であった。
この丘陵傾斜地に展開するキャンパスの中心軸には道路、広場、西側に校舎、東側に運動
場・ホテル・学生用宿舎などが開発された。また、キャンパス内には道路、芝生、築山、
人工滝、人工湖なども整備されている。2016 年現在、山東旅游職業学院は 29 専攻、6,800
人の学生を有する。  
 
3. 大学城開発に伴う地域の変容 
図 4-8 は章丘大学城の中心部を示す衛星画像であり、従前の農村的空間から都市的空間
への変容が最も著しかった地区である。この地区はもと旭升郷(現・双山街道)であり、現
在は、多くの高等教育機関が立地している。本節では道路ネットワークの形成・住宅小区
の開発・商業地区の開発・村落の変容の 4 つの側面から、大学城中心地区の変容について
検討する(劉 2013)。  
 
1) 道路ネットワークの形成  
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1980 年代までに章丘市市区ではわずか 12.6km の道路整備水準であったが、2000 年に
111km、2010 年には 250km が整備された。その道路整備増加分の大半は大学城におけるも
のである11。 
 その中で、章丘市政府は 2003 年に大学城の最西端の鶏山村から、最東端に位置する山東
技師学院までの経十東路を、幅 16m から 32.5m の 8 車線の主幹道に拡張し、道路両側に
5m の歩道と 80m 緑化帯を整備した。  
 
 
図 4-8：章丘大学城中心地区 (Google Earth,(2015 年 10 月閲覧)より引用作成) 
注 1：1 斉魯工学院 2 山東旅游職業学院 3 山東電子職業技術学院 4 山東警察学院  5 済南工
程職業技術学院  6 山東凱文科技職業学院  7 山東財経大学燕山学院  8 山東財経大学付属中
学校  9 山東省医学科学院  10 斉魯師範学院  11 道橋小学校  12 山東司法警官職業学院  
注 2：A~F H~I 住宅小区 G 白泉社区  
注 3：a 経十東路 b 双山大道 c 芙蓉大道 d 文化路 e 明堂街 f 育才路 g 世紀西路 h 大
学路  i 明埠路 j 文博路  
その後に、大学城内の道路も整備された。南北幹線では、双山大道・綉水大道・東外環
                                                   
11『章丘市志』『済南統計年鑑-2013』による。  
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路(世紀東路)・西外環路・明埠路が延長・拡張され、東西道路としては芙蓉路、文化路・
大学路、文博路が拡張・新設された。それらの道路と経十東路の交差点付近には緑地帯も
整備され、各道路に沿って地勢を生かした人工河、築山、椅子などが設置されており、全
体的に緑化による美しい都市景観が形成されている。  
このように、整備・拡張された道路は大学城の骨格を形成しているとともに、大学城内
における各都市機能を相互に結びつける役割を果たしている。特に、道路ネットワークの
形成に伴い、大学城の周辺地域とのバス路線が整備され、交通利便性が向上した。  
 
2) 住宅小区の開発  
 大学城においては、住宅小区の開発により、居住機能も充実しつつある。  
図 4-8 に示すように、2005 年の「章丘市第十次五カ年計画」に基づき、文化路の北側と
育才路の東側に「明星小区」(F)住宅小区が開発された。2008 年には文化路の北側、育才路
の西側に「山水泉城南城」(D)と「明山秀水」(G)の中高層住宅小区が開発された。「山水泉
城南城」は 2011 年に民間企業「山東道通置業有限公司」による開発で、規模は 16.4ha、延
面積 39 万 m2、約 4,800 戸を有する。「明山秀水」の規模は 4.2ha で、「済南市凱華房地産(不
動産)開発有限公司」によって約 2,600 戸が開発された。また、2010 年に民間会社「済南市
佳興置業有限公司」が観光学院の西側に高層住宅団地「佳興天城」(A)を建設し、その規模
は約 10.6ha で、1,667 戸の住宅小区である。この他に大学城の中心地区において開発され
た住宅小区は B の「盛世国際」、E の「金盛華園」などの 8 ヶ所あり、このように、大学
城全域における住宅小区は 15 ヶ所に及び、その開発規模は 1,800ha を超える(図 4-9)。  
双山街道公安分局戸籍科によれば、表 4-2 に示すように、大学城では 2015 年の転入人口
が 2012 年より 30,189 人増加し、それらは章丘市域内、都心部・都心周辺部、済南市域外
からの転入である。章丘区域内の農村地域からの転入者が 9,660 人で、旧市区からは 5,736
人であり、都心部・都心周辺部からの転入者は 8,151 人、済南市域外からは 6,642 人であ
る。  
また、2013 年以降の各年次の転入人口は、2013 年・5,827 人、2014 年・10,706 人、2015
年・13,656 人と増加傾向にある。このような、大学城への転入人口の増加に伴って消費需
要が増大し、日常生活に関連する小売業・サービス業・金融機関などの施設が大学城への
立地が促進され、大学城の中心性の向上に寄与するものを指摘できる。  
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図 4-9：芙蓉大道北側における玉蘭華園住宅小区(C)  (2016 年 6 月筆者撮影) 
 
表 4-2：大学城への転入者の前住地別と転入者数 
前住地先  人数(人) 割合(%) 
章丘  
市域内  
農村地域  9,660 32 
旧市区  5,736 19 
都心部・都心周辺部  6,642 22 
済南市域外  8,151 27 
         (双山街道公安分局戸籍科による)  (2015) 
 
転入者の大学城への転入理由、2016 年 6 月 15 日~16 日に山水泉城南城・名山秀水・佳
興天城の 3 つの住宅小区において、225 人の地域住民を対象とした聞き取り調査を行った。 
表 4-3 は山水泉城南城・名山秀水・佳興天城における地域住民の前住地と転入理由を示
すものである。全体的共通の転入理由として、大学城への就職、安価な住宅価格、環境の
良さがあげられるが、農村地域・済南市域外からの転入者は大学城・大学城周辺・都心周
辺部への就職の以外に、子供との同居という転入理由があげられる。それは孫の世話をす
るためである。都心部・都心周辺部からの転入者は大学城の交通の利便性が重視されてい
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るが、章丘旧市区からの転入者は元の住宅地区の開発によって転居してきた第一の理由で
ある。  
 
表 4-3：山水泉城南城・名山秀水・佳興天城の地域住民の前住地と転入理由  
前住地  割合(%) 転入理由  
章 
丘 
区 
 
農村地域  32 
① 大学城・大学城周辺地域・都心周辺部への就職  
②  安価な住宅価格 ③ 子供との同居  
旧市区  17 
① 元の住宅地区の開発による転居 ② 環境の良さ ③  
安価な住宅価格  
都心部  
都心周辺部  
25 
① 環境の良さ  ② 安価な住宅価格 ③ 大学城・大学城周
辺地域への就職 ④  交通の利便性  
済南市域外  26 
① 大学城・大学城周辺地域・都心周辺部への就職  
② 環境の良さ  ③ 安価な住宅価格 ④ 子供との同居  
 (聞き取り調査による)    (小数点後四捨五入) 
注：転入理由欄の①、②、③は転入理由の順次を示す。  
 
3) 商業中心地区の開発  
大学城における商業中心地区は主に芙蓉大道であり、大学城の中心部に位置する。当該
地区は以前、白泉村の農地であったが、1980 年代、曉昇郷政府の白泉村への移転に伴い、
芙蓉大道が整備され、その両側には住宅小区が開発され、住宅の 1 階に小売業・飲食業な
どの店舗に利用された。 
1990 年代に、芙蓉大道以南、住宅地区以北の広場を加え、芙蓉大道を中心に「集市」(自
由貿易市場)が開設された。市場面積はおよそ 6,000m2 で、店舗数は 150-200 で、市日は 1,4,7
であり、周辺地域からの農副産品や衣料品・工業製品・生活用品などを扱う小売業が集積
し、大半の出店者は地域住民であった12。一般的に中国では、農村地域に開かれた集市で
提供された各種サービスが、地域住民にとって重要な生活基盤となり、地域住民の収入増
加、農村地域の経済活性化にも欠かせない存在であると言われている(石原 1998,2001)。こ
のように、1990 年代に芙蓉大道は曉昇郷及びその周辺地域における商業中心地であった。 
                                                   
12 双山街道工商管理分局への聞き取り調査によれば、この集市は近隣の他の集市に比べて、
店舗数、買物客も多かったという。 
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2003 年の大学城計画においても、芙蓉大道を中心とする地区は継続的に商業中心地区と
して位置づけられ、商業施設の集積が進められた。図 4-10 は芙蓉大道における商業中心地
区とその周辺地域の施設立地を示したものである。芙蓉大道以北の住宅地区はすべて取り
壊され、新たな住宅用地や商業施設用地として整備されている。芙蓉大道以北、育才路以
東、双山大道以西の地区は、総建築面積約 5 万 m2 の商業施設①として開発された。2013
年の調査では、芙蓉大道側に面する施設はすべて営業しており、経十東路に面する施設は
開発直後のため、大半の施設は未営業状態であった。一方、2016 年には、経十東路に面す
る施設の 8 割がオフィス・ビジネスホテル・健身クラブ・カラオケ・飲食店・インターネ
ットカフェなどとして利用されている(劉 2016)。  
 
 
図 4-10：芙蓉大道及びその周辺地域の施設の立地  (2016 年現在) 
(劉(2016)により作成) 
 
このように、多くの商業施設が大学城に立地した要因として、以下の 3 つがあげられよ
う13。  
① 大学城における「三税免除14」政策の実施  
                                                   
13
 2016年に 6 月に、既存住宅②における 62 人の店舗経営者への聞き取り調査を実施した。  
14
 三税免除とは、個人所得税・営業税・都市建設税を三年間免除する政策である。  
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② 安価な店舗賃貸料と起業の容易さ  
③  消費市場としての大学城に居住する 11 万人の学生(全寮制)の存在  
また、芙蓉大道以北・育才路以西の地区では、「玉蘭華園」住宅小区が 2015 年に開発さ 
れ始め、大学城においては、延床面積が約 3.6 万 m2 の大型複合型商業施設も 2016 年の年
末に開業の予定で、約 300 人の大学城の住民を従業員として採用予定である。芙蓉大道の
南側には民宿・露天店舗・飲食店などの施設が集積している。さらに、文化路の南側には
延床面積約 6,000m2 の中型スーパー利群が立地している。  
表 4-4 は、芙蓉大道・文化路に立地する施設の種類・数及び従業員数を示すものである
が、全体として、大学城では洋服・化粧品などの買廻品に関する施設が少ないのに対して、
最寄品を中心とする商業、サービス業、飲食業に関連する施設が多く立地している。  
総施設数は 698 軒に及ぶ。そのうち、約 85%の施設が営業しており、建設中の商業施設
の従業員数を加えると、総従業員数は 1,766 名、そのうち、学生従業員数 75 名である。  
業種別にみると、民宿・露天店舗が多く、それぞれ 258 軒、130 軒であり、2013 年と比
べて、民宿は 190 軒増、露天店舗は約 2 倍に増加している。民宿増加の背景として、大学
城を訪問する高等教育関係者及び学生の親族の増加、大学生による休日や週末の利用増な
どがあげられる15。  
また、料理店が 62 軒、理美容 24 軒、果物店 11 軒、洋服店 5 軒、化粧品店 4 軒など、他
の様々な日常生活に関連する店舗が 77 軒立地している。これらの経営者の大半は大学城の
住民であるが、大学城外からの経営者も 100 名ある。また、商店街の管理事務室によると、
学生経営者も、2013 年の 10 数人から 2014 年の 30 数人、2016 年には約 75 人に増加し、
大学城に就職した約 60 名の卒業生を加えると、135 人となり、総従業員の 9%弱を占める。 
特に、注目されるのは、オフィスの立地である。大学城開発の進展に伴い、大学城の市
場を開拓するために、市区に本社機能を置く裝飾業・上下水道整備業・農村陶宝・不動産
仲介などの企業は関連する支店や営業所を大学城に立地させている。例えば、済南市城市
人家裝飾設計工程有限公司は 2014 年から大学城に進出し、大学城営業部を設置し、従業員
を当時の 3 人から、2016 年には 12 人に拡充している。また、大型不動産仲介企業である
「我愛我家」・「鏈家」の済南市支店は 2014 年以降、大学城に店舗を相次ぎ設置し、従業員
数はこの 2 年間で約 5 倍に増加した。このように、市区に本社機能を置く企業は大学城に
おける事業を開拓するために、オフィスを設置し、大学城の都市機能の多様化を促進して 
                                                   
15 パーティーやデートに大学付近の安価な宿泊施設を利用する学生は増加している。  
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表 4-4：芙蓉大道・文化路に立地する諸施設  
施設の種類  
施設数  
(軒) 
従業員数(人) 
その内学生従業員
数(人) 
サ
ー
ビ
ス
業 
民宿  258 258 0 
ホテル  8 60 6 
理美容  24 67 0 
健身クラブ  4 13 0 
塾(英語や美術など) 2 3 0 
携帯電話などの電器修理  5 9 4 
写真館  2 4 0 
娯楽  
 
網巴(インターネットカフェ) 5 12 3 
カラオケ  3 15 3 
映画館  2 11 0 
飲食  
 
ファストフード・カフェ  4 27 14 
料理店  62 310 20 
露天店舗  130 253 8 
商業  
洋服  5 9 2 
化粧品  4 18 3 
加工食品(惣菜) 5 11 0 
雑貨  4 12 0 
酒  3 9 0 
書店  2 7 0 
生花  2 4 0 
小家具店  1 2 0 
他の専門店  12 36 2 
果物  11 32 5 
コンビニ  3 6 2 
総合スーパー  1 32 3 
電動自転車・バイク  1 6 0 
薬屋  3 13 0 
総合商業施設(建設中) 1 予定 300 0 
医療保健  
診療所  3 32 0 
保健・足療・針灸  5 13 0 
 
オフィス  
金融  6 41 0 
機械販売会社  8 50 0 
農村陶宝大学城支店  1 20 0 
裝飾工程有限公司  1 12 0 
上下水道整備有限公司  1 36 0 
不動産仲介公司  2 23 0 
 未営業施設  103 0 0 
合計  698 1,766 75 
(現地調査により作成)  
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いる。現在、約 200 人の雇用が創出され、今後も事業の展開に伴うオフィスやその従業員
は、さらに増加するものと思われる。  
 
4) 村落の変容  
大学城の開発による域内の土地利用は、大学城開発前の農業用地から都市建設用地へと
変容し、地域住民は農村戸籍から都市戸籍に変更することが可能になった。村落には社区
が建設され、地域住民の就業は第一次産業主体型から、商業・サービス業を中心とする第
三次産業主体型に転換しつつある(表 4-5)。  
 
表 4-5：章丘大学城開発前後における地域住民の就業変化   単位(%) 
大学城開発前(2004) 大学城開発後(2015) 
業種  就業割合  業種  就業割合  
第一次産業  72.7 第一次産業  5.7 
第二次産業  12 第二次産業  33.5 
第三次産業  15.3 第三次産業  60.8 
(『双山街道政府工作報告』(2004、2015)により) 
 
大学城の中心地区は主に白泉村にあるが、従来の村落は主に白泉大街に沿って位置し、
農地の中には農家が点在していた。大学城開発のための土地を整理するために、2005 年に、
白泉村の一部には章丘市の農村住宅改造のモデルとして位置づけられた住宅小区が開発さ
れ、約 1,000 人の地域住民が開発前の老朽化住宅から大きな面積をもつ住宅に転居してい
る。  
図 4-10 に示したように、住宅地区②は 130 戸 496 人からなる白泉村の既成住宅地区であ
る。芙蓉大道の北側の開発が進んでいる状況に比較して、②は未開発であり、北側と対照
的な景観を形成している(図 4-11.1 と図 4-11.2)。以前は芙蓉大道に面する建物の多くが住
商混用であったが、現在、住宅の大半が家族単位経営の料理店・コンビニ・民宿などの施
設に変容している。  
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図 4-11.1：芙蓉大道南側の既成住宅地区② (2016 年 6 月筆者撮影) 
 
 
図 4-11.2：芙蓉大道北側の再開発  (2016 年 6 月筆者撮影) 
 
②はこうした変容に伴い、元の地域住民は以前の第一次産業の仕事から、商業やサービ
ス業を中心とする第三次産業の仕事に転換し、大半は経営者となり、その収入も増加して
いる。  
表 4-6 は、②における経営者 1 人当たりの年収を示したものである16。年収 3.5~4 万  
                                                   
16
 このアンケート調査は 2016 年 6 月に既成住宅地区②に居住する 56 人を対象として実施
した。  
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元の経営者が最も多く 44%あり、続いて 2.5~3 万元は 21%、3~3.5 万元は 13%を占めるが、
年収 3.5 万元以上の経営者は 66%である。年収 2.5~3 万元の経営者は 21%を占めるが、業
種別にみると、民宿は 14%、露天店舗は 7%である。全体として、約 80%の経営者の年収
は 3 万以上であり、ほぼ 2015 年の章丘市非農業人口の 1 人当たり年収 30,900 元に合致し、
章丘市農業人口の 1 人当たり年収 18,675 元の約 1.5 倍となっている17。 
一方、2005 年まで②では一人当たりの農用地面積が章丘市の平均の 3 割しかなく、農業
収入は低く、青年層(住宅地区②の総人口の 2 割を占める)の 9 割以上は都心周辺部と大学
城周辺の企業に就業していたが、その大半は非正規雇用で、年収は 1 人当たり 1 万元足ら
ず(2005 年の章丘市農業人口の 1 当たり年収 5,475 元、非農業人口当たり年収 9,416 元18)で
あった。しかしながら、現在は、家族単位で自営業を営み、その年収は大学城開発前より
3 倍以上に増加している。特に、既成住宅地区②の 70%以上の地域住民は 1 人当たりの年
収が章丘市非農業人口の平均年収を超えている。  
 
表 4-6：大学城の住宅地区②における年収別の経営者の割合   (単位:%) 
     年収  
業種  
1.5~2 2~2.5 2.5~3 3~3.5 3.5~4 4~4.5 4.5~5 5 以上  
民宿  － － 14 －  21 9 －  －  
料理店  － － －  －  5 －  4 7 
露天店舗  － － 7 5 14 －  －  －  
タクシー  － － －  4 －  －  －  －  
理美容  － － －  4 2 －  －  －  
カフェ  － － －  －  2 －  －  －  
果物  － － －  －  －  2 －  －  
全体  －  －  21 13 44 11 4 7 
(アンケート調査により作成) また、各高等教育機関は地域住民を雇用している。  
 
                                                   
17『2016 年章丘市政府工作報告』による。  
18『2006 年章丘市政府工作報告』による。 
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表 4-7 は大学城の高等教育機関に雇用された地域住民の就業状況を示すものであるが19、
372 人(男 200 人・女 172 人)が採用され、男性は衛生・園林管理・施設整備・警備、女性は
食堂と学生寮の管理の仕事が中心である。男女共に非熟練労働に従事する者は 40 代、50
代に多く、若年層は自営業・販売員などを中心である。  
  
表 4-7：大学城の高等教育機関における地域住民の就業状況   (単位:人) 
 
業種  
女性  男性  
20 代  30 代  40 代  50 代以上  20 代  30 代  40 代  50 代以上  
校内の食堂  0 67 30 12 0 0 3 8 
校内の衛生・園林管理  0 0 0 0 0 0 11 40 
校内学生寮の管理  0 4 52 35 0 0 0 0 
校内の警備  0 0 0 0 0 6 30 2 
校内の施設整備  0 0 0 0 0 15 34 23 
合計  0 71 82 47 0 21 78 73 
(聞き取り調査により作成) 
 
以上のような、高等教育機関の郊外分散立地によって、済南市の遠郊地域における新た
な中心地区として章丘大学城が開発され、大学城は従来の農村的空間から都市的空間に変
容しつつある。大学城内の元の地域住民は農村戸籍から都市戸籍に変更し、土地利用は農
用地から都市建設用地に転換し、高等教育用地を始め、道路用地・緑化用地まで詳細に計
画されて、地域住民の就業構造は第一産業主体型から商業・サービス業を主体とする第三
次産業主体型に転換した。以上を踏まえれば、大学城開発は遠郊地域の都市化を促進して
いることを評価すべきだろう。  
 
第４節 大学城開発と大都市圏地域構造 
改革開放以降、済南市は経済発展に伴い、都市機能の郊外立地による郊外化が進み、特
に 1990 年代以降、交通インフラの整備・モータリゼーションの発達により、都市機能の郊
外分散が加速化され、都市的空間が大きく拡大している。郊外地域においては工業、居住、
金融・行政、高等教育機関などの都市機能を核とした中心地区が近郊地域から遠郊地域へ
                                                   
192016 年 6 月の各高等教育機関への聞き取り調査による。  
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形成されつつある。それに伴い、済南大都市圏では、改革開放以前の単核中心型から多核
中心型地域構造に変容しつつある。  
都市機能の 1 つである高等教育機関は 1980 年代から、都心部から都心周辺部に立地し、
都市的空間の拡大を促進した。2000 年以降、都心部・都心周辺部での地価高騰、過密化、
都市環境の悪化、市区と郊外地域間の発展不均衡などの問題を解決するために、高等教育
機関は都心部・都心周辺部から郊外地域へ分散立地している。こうして、近郊地域から遠
郊地域に多数の高等教育機関を核とする長清・彩石・章丘大学城の開発は、より多核的な
済南大都市圏地域構造の特性を強化している。 
本節では、済南大都市圏を都心部・都心周辺部・大学城に区分し、大学城に居住する学
生・地域住民の購買動向、地域住民と教職員の通勤動向に注目し、章丘大学城開発に伴う
大都市圏地域構造の特性について検討したい。  
 
1. 学生・地域住民の購買動向 
章丘大学城の開発にとともに、商業中心地区が形成されつつあるが、表 4-4 に示すよう
に、大学城の施設の大半は日常生活に関わる商業・飲食業・サービス業であり、大学城の
学生・地域住民の購買動向によって、施設の立地動向は大きな影響を受ける。大学城の主
要な構成員である学生と地域住民は大学城の消費市場を形成し、学生と地域住民の購買動
向は大学城の商業機能の動向を左右し、大都市圏における大学城の中心性に大きな影響を
与えるものと考えられる。  
 
1) 学生の購買動向  
学生の購買動向について、2012 年 10 月 20 日から二日間、章丘大学城における山東技師
職業学院、燕山学院、山東旅游職業学院の 100 人の学生を対象にアンケート調査を実施し
た。アンケート調査は街頭調査と留置調査の 2 種類で、回答率は 100%であった。  
学生の学外での消費金額の割合に関しては、図 4-12 に示すように、外食・娯楽が約 5 割
強を占め、続いで化粧品・洋服などが約 4 割、文化・教育などの占める割合は少なく 8%
である。  
表 4-8 は購買品目別学外の消費金額の割合を示すものである。学生の購買動向に関して、
購買先は大学城の商業中心地区のみではなく、都心部、都心周辺部に展開し、全体として、
学生は大学城での購買率が強く、購買に関しては、学生は都心部への依存度が低いと言え
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る。  
 
 
図 4-12：購買品目別学外の消費金額の割合  
 
表 4-8：章丘大学城の学生の購買動向      (単位:%) 
購買品目     購買先  大学城  都心部  都心周辺部  全体  
洋服      2 95 3 100 
化粧品     32 68 0 100 
理美容     57 42 1 100 
文化・教育用品  57 41 2 100 
外食・娯楽   89 8 3 100 
日常生活用品   93 5 2 100 
全体  55 42.5 2.5 100 
                     (アンケート調査により作成) 
 
大学城における購買では、日常生活用品、外食・娯楽は最も多く、それぞれ 93%・89%
である。一方、洋服に関して、都心部での購買率は 95%を占めるが、大学城と都心周辺部
ではわずか 5%である。化粧品に関して、都心部では 68%を占めるのに対し、大学城は 32%
である。理美容、文化・教育用品の購買動向に関して、大学城は都心部よりやや高く、大
学城では各 57%を占めるに対し、都心部では理美容が 42%、文化・教育用品が 41%、都心
周辺部ではそれぞれ 1%、2%である。日常生活用品と外食娯楽に関しても、大学城での購
買率が極めて強く、都心部・都心周辺部での購買率はわずかである。 
0 0.2 0.4 0.6
外食・娯楽 
化粧品・洋服 
文化・教育 
53% 
39% 
8% 
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以上のような、最寄品・飲食・サービスに関しては大学城指向が強く、洋服や化粧品な
どの買廻品に関しては、都心部への購買率が相対的に高いと言えよう。購買動向の背景と
して、大学城に立地している商業施設は主に飲食業、文化・教育用品、理美容などのサー
ビス業、最寄品を中心としたものが多く、洋服・化粧品等のような買廻品の施設がほとん
ど立地していないことが考えられる。すなわち、買廻品の購買が都心部への依存度が高い
ことが伺える。  
 
2). 地域住民の購買動向  
表 4-9 は大学城における地域住民の購買動向を示すものである20が、全体として、地域
住民は大学城での購買傾向が相対的に高く、地域住民は都心部への依存度が低いと言える。 
 
表 4-9：大学城における地域住民の購買動向        (単位:%) 
業種    購買先  大学城  都心部  都心周辺部  全体  
日常生活品  84 1 15 100 
洋服  11 65 24 100 
化粧品  37 40 23 100 
文化教育用品  65 14 21 100 
外食・娯楽  36 34 30 100 
理美容  84 14 2 100 
全体  53 28 19 100 
 (アンケート調査により作成) (2016 年) 
 
日常生活品・文化教育品の購買先は主に大学城であり、それぞれ 84%、65%を占める。
理美容に関しても、大学城での購買率が高く 84%であり、都心部と都心周辺部では合計 16%
しかない。一方、洋服に関しては都心部での購買率が高く、65%であり、都心周辺部は 24%、
大学城は 11%を占める。化粧品に関して、大学城と都心部の購買率の差がわずかであり、
それぞれ 37%、40%を占め、都心周辺部における消費割合も 23%となっている。外食・娯
楽の購買先に関して、大学城での消費割合は都心部・都心周辺部よりやや高く、それぞれ
                                                   
20
 このアンケート調査は 2016 年 6 月 16 日~17 日の 2 日間に実施した。「山水泉城南城」と
「明山秀水」の住宅小区に 200 軒に質問用紙を配布し、150 件を回収した(回収率約 75%)。 
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36%、34%、30%である。 
地域住民の購買動向、最寄品・サービス・飲食は大学城での購買指向が強く、洋服・化
粧品などの買廻品に関しては都心部での購買率が高いと言える。  
学生・地域住民のともに、全体として、大学城での購買率が高いことから、大学城はあ
る一定の自立的な中心地であると言えよう。ただし、洋服・化粧品などの買廻品は都心部・
都心周辺部での購買傾向が強いことから、大都市圏において大学城と都心部の間には階層
的な中心地関係が存在し、都心部に比較して大学城は下位中心地であると言えよう。  
 
2. 教職員・地域住民の通勤動向 
1). 教職員の通勤動向  
大学城に立地した 15 の高等教育機関における教職員総数は約 1 万人であり、教職員の
居住地は都心部・都心周辺部・大学城に展開している。全体として、7 割以上の教職員は
都心部及び都心周辺部に居住し、教職員の居住地と就業地の分離傾向が強く、教職員は都
心部・都心周辺部から大学城への通勤率が高い。  
 
 
図 4-13：高等教育機関別教職員の居住地別割合 
(各高等教育機関の HP・アンケート調査により作成) 
 
図 4-13 は、高等教育機関別の教職員数と教職員居住地の割合を示したものである 21。伝
                                                   
21
 このアンケート調査は 2015 年 8 月 17 日~19 日の 3 日間に実施した。15 高等教育機関に
対して、1,500 人の質問用紙を配布し、1,476 件を回収し、回収率は約 98.4%である。  
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媒学院・医学生命科学院・警察学院・司法学院・工程学院の 5 つの高等教育機関の教職員
は都心部に居住する者の比率が高く 8 割以上を占めるが、斉魯工学院は 39%と低い。都心
周辺部に居住する割合が高いのは畜牧獣医学校の 43%で、伝媒学院・旅游学院は僅か 1%、
2%である。これらの高等教育機関における教職員の多くは大学城開発以前から都心部・都
心周辺部に居住している。  
大学城に居住する割合は電子学院・斉魯工学院が高く、52%を占めるが、続いて財経大
学聖井校区が 42%である。その背景として、2005 年以降、これらの高等教育機関に雇用さ
れた教職員の大半が大学城に居住していることがあげられる。  
通勤動向から見れば、教職員は大学城開発以前の都心部・都心周辺部での職住近接の通
勤型から、開発後は大学城への職住分離の通勤型に転換し、教職員の就業は都心部・都心
周辺部への依存度が低下していると言えよう。このような職住分離の通勤パターンには、2
つの要因が考えられる。 
A) 都心部から大学城に分散した高等教育機関の教職員は分散後も都心部に居住して
いる。  
B) 都心部と大学城を結ぶ交通インフラの整備・モータリゼーションの発達。  
 
2). 地域住民の通勤動向  
表 4-10 は章丘大学城中心地区の「山水泉城南城」「明山秀水」住宅小区における地域住
民の職業構成と通勤先を示したものであるが22、全体として、地域住民は大学城への通勤
指向がやや強い。  
業種に関して、正規雇用は都心周辺部への通勤指向が強く、非正規雇用は大学城への通
勤傾向が強い。正規雇用のうち、公務員の通勤先は、大学城の割合が高く、62%であり、
都心部の約 4 倍強、都心周辺部の約 3 倍弱である。公務員の割合が高い背景として、公務
員の大半が、大学城内に立地する高等教育機関や小中学校などの教育機関、行政機関に就
業していることによるものである。また、商業・サービス業に関しても、大学城への通勤
割合が高く、63%であり、都心部・都心周辺部のそれぞれ 2.5 倍・7 倍である。一方、金融
や貿易は、都心部・都心周辺部への通勤率が高く、貿易は都心部 43%で、都心周辺部は 57%
を占める。ハイテク産業・製造業に関しては、都心周辺部に通勤する割合も高い。  
非正規雇用については、高等教育機関や双山街道政府は中高年の地域住民に飲食業・サ
                                                   
22
 注 21 に示したアンケート調査による。  
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ービス業の職を提供していることから(表 4-4)、全体内に大学城に勤務する割合が高い。製
造業に関しては、明水経済開発区に就業していることから、大学城への通勤割合がやや高
く、50%であり、都心周辺部が 42%、都心部が 2％となる。  
以上のような、教職員は大学城への職住分離の通勤型であるが、地域住民は正規雇用に
関しては都心周辺部への通勤傾向が強く、職住分離の通勤型であるが、非正規雇用に関し
ては大学城への通勤割合が高く、職住近接の通勤型を示す。全体として、大学城への通勤
割合が強い。このことを踏まえると、大学城は郊外地域における新たな自立的な中心地区
としての特性をもつ傾向があると言えよう。また、大学城の自立性に関して言えば、大学
城に居住する 11 万人あまりの存在であることを指摘できる。  
 
表 4-10：章丘大学城中心地区住宅小区における地域住民の職業構成と通勤先  (単位:%) 
業種              通勤先                都心部 都心周辺部  大学城  
正規雇用  
(120 人) 
公務員             (39 人) 15 23 62  
商業・サービス業     (32 人) 9  28 63 
金融業             (2 人) 50 50  0 
貿易                   (14 人) 43 57 0 
製造業        (8 人) 0 75 25 
ハイテク産業         (25 人) 0 92 8 
全体  20 54 26 
非正規雇
用(30 人) 
飲食業・  サービス業    (13 人) 0 23 77 
製造業         (12 人) 8 42 50 
建築業             (5 人) 0 40 60 
全体  3 35 62 
         全体        (150 人 ) 11 44 45 
(アンケート調査により作成)  
       注 1：公務員は行政機関の職員や公立小中学校・大学等の教職員である。 
注 2：小数点以下は四捨五入  
 
第 5 節. 本章の要約 
 本章では、高等教育機関の郊外立地による済南市章丘大学城の開発を考察し、それに関
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係する大都市圏地域構造の特性について検討を加えた。まず、済南市の地理位置・行政区
画・市区面積の変化などを概観し、経済発展に伴い都市的空間が拡大し、特に 1990 年代か
ら工業・居住・教育・交通などの都市機能の郊外分散に伴い、郊外地域においては都市化
が進み、経済開発区・住宅小区・金融行政新区などの新たな中心地区が形成され、改革開
放以降の済南大都市圏は、改革開放以前の単核中心型から多核中心型地域構造に変容しつ
つあることを指摘した。  
 次に、済南市における高等教育の発展状況を概観し、高等教育機関の立地動向を検討し
た。済南市には 2000 年以降、山東省における高等教育機関の約 5 割が立地し、全体として
その立地は都心部から都心周辺部・郊外地域に分散する傾向にある。都心部における高等
教育機関の立地動向は 1980 年代以降、都心部から都心周辺部に展開し、都心部では山東大
学・山東師範大学などの本科高等教育機関が立地し、都心部の南東方向には専科高等教育
機関を中心とした燕子山文教区が開発された。1990 年代には不均等な高等教育機関の分布
を是正するため、新たな高等教育機関が都心部以南・西北部の文教区に立地した。これら
の文教区には住宅小区・商業施設・行政機関・オフィス・ホテルなどの都市機能も整備さ
れ、都心部化しつつあることが明らかにとなった。  
2000 年以降、都心部における地価の高騰、都市人口の過密化、都市環境の悪化などを緩
和し、郊外地域の都市化を促進するために、東・西の方向の近郊から遠郊地域に彩石・章
丘・長清大学城が開発され、高等教育機関の分散立地が進んだ。長清は本科高等教育機関
を中心とした大学城であるが、彩石・章丘は専科高等教育機関が集積する大学城であるこ
とを論じた。  
また、大学城開発により、大学城地域の変容をもたらし、遠郊地域の都市化の進行を促
進していることを指摘できる。土地利用は従来の農業用地から都市建設用地に転換し、道
路の整備により、大学城では格子状の道路ネットワークが形成されている。地域住民は農
業戸籍から都市戸籍に変更し、元の村落には住宅小区が建設され、住宅小区の開発は、大
学城における居住機能の充実及び人口の定着を促進する役割を果たしていることを考察し
た。大学城の開発に伴い、芙蓉大道地区には商業中心地区が形成され、飲食・サービス・
最寄品を中心とする商業施設が立地し、地域住民の就業構造は従来の第一次・第二次産業
主体型から、商業・サービス業を中心とする第三次産業主体型に転換し、1 人当たりの年
収は章丘市非農業人口の平均年収を超えている。大学城開発の進展につれて、オフィスの
立地が進んでおり、大学城の都市機能の多様化が促進されつつあると論じた。  
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済南大都市圏は多核中心型地域構造を形成しつつあるが、その中で、大学城の中心性を
都心部との関係で検討するために、学生・地域住民の購買動向や教職員・地域住民の通勤
動向に注目した。学生・地域住民の購買先は飲食・サービス・最寄品は大学城で消費する
傾向が強いが、洋服や化粧品などの買廻品に関しては、都心部での購買率が相対的に高い
と言えよう。いわば、買廻品に関して、学生・地域住民は都心部への依存度が相対的に高
いことから、大学城は都心部との間に階層的な中心地関係が存在し、大学城は都心部に比
較して下位中心地であることが伺える。  
教職員・地域住民の通勤動向からみれば、教職員の大半は都心部・都心周辺部に居住し、
教職員は大学城開発以前の都心部・都心周辺部への職住近接型から、開発後は大学城に通
勤する職住分離型に転換している。地域住民に関して、大学城への通勤指向がやや強い。
全体として、教職員・地域住民は大学城への通勤指向が強いことから、教職員・地域住民
の就業は都心部への依存度が低く、また、約 11 万人の学生が大学城に居住することを考慮
すれば、章丘大学城はある一定の自立的な中心地区として性格をもつと言えよう。  
以上のような、学生・地域住民の購買動向、教職員・地域住民の通勤動向からみれば、
章丘大学城の開発は新たな自立的な中心地区としての性格をもつ傾向により、済南大都市
圏はより多核中心型地域構造への変容を進めていることを指摘した。  
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第五章 青島大都市圏における大学城の開発と地域構造 
 
 本章は青島大都市圏における大学城開発をとりあげ、大学城開発による郊外化と、それ
に関連する大都市圏地域構造の特性について検討する。第 1 節では、青島市の概況・経済
発展の状況、都市的空間の拡大及び郊外化の実態を把握する。第 2 節では、青島市におけ
る高等教育の発展状況を概観した上、改革開放以降の高等教育機関の立地変動を検証する。
第 3 節では、膠南大学城の概況とその開発のプロセスについて論じた後に、大学城開発に
よる地域の変容を道路ネットワークの開発・住宅団地の開発・商業施設の立地・村落の変
容の 4 つの側面から考察する。第 4 節では、学生・住民の購買動向、教職員・住民の通勤
動向についての考察を踏まえて、膠南大学城開発に伴う青島大都市圏地域構造の特性を検
討する。  
 
第1節. 経済成長と都市的空間の拡大 
1. 青島市の概況 
 青島市は、山東省において副省級都市であり、1984 年に中国の 14 の対外開放港湾都市
の 1 つとなった。山東半島の南部に位置し、地形的にはその大半が丘陵地であり、膠州湾
を囲んで市域が展開している。東と南は黄海に面し、東北は煙台市、西は濰坊市、西南は
日照市と接している。現在の市域は図 5-1 に示すように、10 の市区・市からなるが、市区
域は市南区・市北区・李滄区・嶗山区の 4 つの中心市区と、城陽区・黄島区の 2 つの郊区
から構成され、また、平度市・膠州市・莱西市・即墨市の 4 つの衛星都市が含まれる。2014
年末の青島市の総人口は 904.62 万人、そのうち、6 市区の総人口は 487.59 万人であり、総
人口の約 54%を占める。市域は市の成立から現在に至るまで拡大しているが、1988 年に嶗
山県が区制施行して嶗山区となり、1994 年に嶗山区北部の一部が分離し、城陽区となった。
1990 年に膠南県が膠南市となり、2012 年には膠南市は黄島区に編成替えされた。  
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図 5-1：青島市の行政空間  
 
2. 経済発展 
 青島市は近代以降、港湾都市として発展し、改革開放以降は商工業・観光業などを中心、
山東省最大の経済都市となった。  
図 5-2 は青島市の GDP と、GDP に占める第一・二・三次産業の割合の変化を表すもの
であるが、2014 年の GRP は 8692.1 億元(約 13.37 兆円)に達し、2005 年の約 3 倍、2000 年
の約 8 倍となっている。産業構成からみれば、第一次産業の割合が減少し、2014 年には 2000
年の 12.1%から、4.2%に低下している。第二次産業の割合は 2005 年から減少し、2011 年
に 50%を割り、2014 年には 44.6%になっている。一方、第三次産業は産業構成に占める割
合が増大し、2014 年は 51.2%に拡大している。とりわけ、第三次産業のうち、観光業は飛
躍的に発展し、2014 年の観光客数は 6,844 万人に達し、2000 年の約 5 倍強となり、観光収
入も 10 倍強の 1,061 億元(約 1.8 兆円)となっている。  
また、青島市は中国東部沿海地域における重要な港湾都市の 1 つである。2014 年の青島
港の貨物取引量は 4.5 億トンで、前年より 10.6%増加し、対外貿易量は 3.1 億トンに達し、
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世界の第七位の貨物取引港湾となった。  
 
 
図 5-2：青島市における GDP と第一・二・三次産業の割合の変化  
(『青島市統計年鑑』(2001,2006,2011,2015)により作成) 
 
3. 市区(都市的空間)と多核中心型地域構造の形成 
 青島の本格的な都市発展は、19 世紀末期、ドイツと清国との『膠澳租界条約』を締結後、
現在の市南区一帯を租界として、20km2 の港湾都市の計画・建設に始まる。図 5-3 は 20 世
紀初期の青島市市区を示すものであり、この地区は現在の市南区の中心部である。1939 年
以降の日本占領時には、『青島特別市母市計劃(計画)』が策定され、青島市の都市的空間は
膠州湾の東海岸に沿って南北に拡大した。  
新中国成立以降、1950 年、1960 年に策定された都市計画において、青島市は主に港湾・
工業・軍事中心都市として位置づけられた後に、1984 年に沿海対外開放都市として指定さ
れて以降、黄島経済開発区が設置され、その都市的空間は膠州湾西海岸に拡張している。
1980 年代後半から 1990 年代にかけて、都市的空間は都心部の東・北方向に拡大したが、
2000 年以降、膠南市を合併し、都市的空間は南方向に拡大している。 
図 5-4 は青島市の市区面積の変化を示すものである。2014 年には市区面積が 490.7km2
に増加し、1980 年の約 7 倍弱、2000 年の 4 倍に拡大している。特に 2000 年以降、都市機
能の郊外立地や、郊外地域における都市化の進行に伴い、青島市の都市的空間は拡大して
いる。  
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図 5-3：20 世紀初期の青島市市区  
(『中国近代城市与建築(1840-1949)』による) 
注：赤色は市区を示す。 
 
 
図 5-4：青島市の市区面積の変化  
(『青島市統計年鑑』(2001,2006,2015)により作成) 
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図 5-5：青島市大都市圏の 2000 年以降立地した新開発区の分布図 (2016 年) 
 
改革開放以降、青島市では工業・居住・高等教育などの都市機能の郊外立地に伴い、郊
外地域における都市化が進み、近郊地域から遠郊地域に新たな中心地区が形成されている。
1990 年代から、都心部東側には文京区が開発され、高等教育機関の立地に伴い、住宅小区
が開発され、市区も東方向へ展開した。2000 年までに、東方向において開発された 25 の
住宅小区の総用地規模は 446ha、延床面積は 317 万 m2 に達した。このような住宅小区の開
発が都心周辺部から、近郊・遠郊地域に展開し、2014 年に開発された住宅小区の総用地規
模が 1,260ha である23。 
図 5-5 は青島大都市圏の 2000 年以降立地した新開発区の分布を示したものである。2000
年以降は、経済開発区、工業園区、大学城により、6 つの開発区が近郊地域から遠郊地域
に展開し、郊外化を促進している。それに伴い、青島大都市圏は改革開放以前の単核中心
                                                   
23『山東省統計年鑑(2001 年、2015 年)』による。  
77 
 
型から、多核中心型地域構造に変容しつつある。次に、郊外地域に開発された 6 つの中心
地区である黄島経済開発区、紅島経済区、中徳生態産業園区、董家口臨港経済新区、蘭谷
海洋科技新城について述べる。  
 
1) 黄島経済開発区  
黄島経済開発区は、1984 年に中央政府が全国で許可した 14 の経済(技術)開発区の 1 つで
あり、1985 年に膠州湾の西海岸の黄島区に 15km2 を計画・開発が開始された。1992 年に
黄島区と合併し、その開発規模は 271km2 に拡大し、現在の常住人口は 60 万人である。黄
島経済開発区には、港湾、電子、造船、自動車などの産業が集積立地し、2000 年代以降、
居住・商業・オフィスなども立地し、青島市及び山東省における工業を核とする中心地区
となっている。  
 
2) 紅島経済区  
 紅島経済区は膠州湾の北海岸に位置し、2012 年に元の高新技術開発区と輸出加工区を統
合し、紅島街道と河套街道を合わせて成立した。紅島経済区は主に行政・文化、IT・製薬、
商業、居住の 4 つの機能地区から構成され、建設用地規模は 90km2、将来的には、人口 70
万人を擁する中心地区になる予定である。  
 
3) 中徳生態園区  
膠州湾の西海岸に位置する中徳生態園区は、2007 年に中国・ドイツ間の持続可能な企業
発展理念に基づき、モデル産業園区として開発が開始された。現在の開発規模は 29km2 で
あり、そのうち、産業用地が 45%、道路・緑化用地 30%、居住・商業用地が 25%を占める。
常住人口は 6.5 万人に達し、ドイツ企業が立地し、居住・商業・オフィス・ホテルなどの
整備も進み、膠州湾西海岸における中心地区の 1 つとなっている。  
 
4) 董家口経済新区  
 2000 年以降、青島市は「港湾立市」という政策に基づき、2001 年に膠州湾西海岸におけ
る港湾開発が始まり、2005 年に『青島市第 10 次 5 ヶ年規劃』において、黄島区南部の泊
里鎮に董家口港湾を開発することを画定し、2009 年に『董家口港湾総体規劃』が策定され
た。この計画によれば、董家口新区の開発面積は 284km2 で、そのうち、港湾用地 70km2、
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物流・工業用地 65km2、居住・商業・教育用地が 30km2、常住人口 40 万を有する中心地区
となる予定である。  
 
5) 藍谷海洋科技新城  
国家戦略としての「山東半島藍色経済区」 24 の中心都市となるために、青島市は 2005
年の膠南大学城に続いて、2013 に嶗山区北部から、即墨市南部の鰲山衛鎮・温泉鎮にかけ
ての 218km2 の藍谷海洋科技新城を計画し、主に海洋科学研究・海洋産業を核とする人口
20 万人の中心地区を開発している。現在、山東大学青島校区、青島海洋科学・技術研究院、
山東大学ドイツ学院、同済大学青島研究院、北京大学青島研究院、ハルピン工業大学青島
科技創新城、天津大学青島海洋工程研究院などの高等教育研究機関が立地しつつある25。 
 
6) 膠南大学城  
2005 年に、青島市は 2005 年から海洋産業を発展させるために、高度な海洋産業関連人
材・技術者の育成を進めることを目的として、南部の浜街道に 28.5km2 の膠南大学城を計
画し、2016 年現在、18 の高等教育・研究機関が立地する傾向があり、中には工業園区を開
発する。  
 
第2節. 青島市における高等教育機関の立地変動 
1. 高等教育の発展 
 青島市における高等教育機関の立地は、1909 年にドイツと清朝政府による「青島特別高
等専門学堂」、「徳華大学」の設立に始まり、その後、1916 年に日本により「青島高等女校
(女子学校)」、1924 年に「青島大学」が設置されたが、いずれも 1928 年に閉校し、新中国
成立まで高等教育機関の存在しない時期が続いた26。 
新中国成立以降、1970 年代までに高等教育機関は 6 校立地した。改革開放以降、都市発
展のための高等教育・研究機能も重要視され、高等教育機能の充実政策が実施された。1980
年代から 1990 年代にかけて、専科高等教育機関が増設され、2000 年以降、高等教育機関
                                                   
24『山東半島藍色海洋経済区発展規劃(計画)』は、2011 年に国務院に承認され、青島市を
中心とし、煙台・威海等の沿海都市を骨格とした造船、海運、海洋開発等の産業を 21
世紀に重点的に発展させようとする国家戦略的な計画である。  
25
 青島藍谷海洋科技新城管理委員会「発展規劃」による。  
26『青島市志』「教育志」による。  
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と在校学生数は急速に増加している。  
 
 
図 5-6：青島市における高等教育機関数と在校学生数の変化  
(各高等教育機関 HP と『青島市教育統計年鑑-2015』により作成) 
 
図 5-6 は青島市における高等教育機関数と在校学生数の推移を示したものである。2014
年に高等教育機関の数は 41 校に拡大し、2005 年・2000 年より、それぞれ 17 校、35 校増
加している。在校学生数に関しては、2014 年には 48 万人に拡大し、2005 年より 23 万、1990
年より 46.5 万人増加している。特に、2000 年以降、中心市区戸籍人口に占める在校学生
数の割合は 2000 年の 2%から、2014 年の 15%に増加している。その増加は、全国的な高等
教育改革の実施が 1 つの背景であるが、青島市は、2000 年に 21 世紀における山東半島及
び東部沿海地域における重要な経済中心大都市、国際的な港湾都市を目指し、文化教育・
海洋研究の中心都市と策定され、高等教育機関の立地が積極的に進められたことも背景と
してあげられる。  
 
2. 高等教育機関の立地動向 
 改革開放以降、青島市において高等教育機関は、郊外地域への立地が進んでいる。高等
教育機関は 1970 年代までは都心部に立地し、1980 年代以降は都心部から都心周辺部へ、
1990 年代以降は都心周辺部から近郊地域へ、2000 年以降は遠郊地域へ立地する動きが顕在
化しつつある。ここでは、大都市圏における高等教育機関の立地動向を都心部・都心周辺
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部・郊外地域の 3 つの地域に区分して検討する (図 5-7)。  
 
 
図 5-7 青島大都市圏における高等教育機関の立地分布  (2016 年) 
(各高等教育機関・青島市教育局 HP、『青島市教育統計年鑑-2015』により作成) 
 
1) 都心部  
 新中国成立以降、中国海洋大学・青島医学院が都心部である市南区・市北区に立地し、
1970 年代までに、山東化工学院  ・青島理工大学などの 4 つの高等教育機関は当時の都心
周辺部に立地した。  
これらの高等教育機関の立地に伴い、青島市の都心部が拡大され、1980 年代から、この
地区には公共施設・オフィス・住宅小区などが集積し、現在は都心部なっている。  
 
 
2) 都心周辺部  
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 改革開放以降、高等教育・海洋研究を核とした嶗山文教区が都心周辺部に計画され、1980
年代末期から、中国海洋大学・青島科技大学・青島高等職業学院・青島大学・青島恒星職
業技術学院の 5 つの高等教育機関がこの文教区に新規に立地した。1990 年代以降から、青
島酒店管理職業技術学院・青島体育学校の 2 つの高等教育機関が都心部から嶗山文教区に
移転した。嶗山文教区には居住、ホテル、オフィス、商業機能などが整備され、区政府機
関も移転し、行政機能の拠点ともなりつつある。  
 
3)  郊外地域  
① 近郊地域  
北部近郊地域の春陽路文教区には 1992 年以降、青島農業大学、青島新港報関学院、城
陽職業技術学院、青島海洋技師学院、山東外貿職業学院の 5 つの高等教育機関が立地して
いる。そのうち、青島海洋技師学院は都心部から移転してきたが、ほかの 4 つの高等教育
機関は新規立地である。 
1995 年に策定された『青島市城市総体規劃綱要(1995-2010)』・『青島市第 9 次 5 ヶ年計画』
により、1990 年代後半以降、浜海学院・黄海学院・青島理工大学黄島校区・山東科技大学
青島校区などの 6 の高等教育機関が南西部近郊地域の江山文教区に新規に立地した。現在、
江山文教区には住宅小区・商業施設・小中学校なども整備され、近郊地域の中心地区とな
っている。  
 
② 遠郊地域  
2005 年以降、都心部では地価の高騰・人口過密化・都市環境の悪化、都市圏レベルでは
市区と郊外地域間の発展不均衡などの問題が顕在化し、これらの問題を解消するために、
高等教育機関の郊外立地が進んだ。図 5-7 に示すように、高等教育機関は黄海沿岸に沿っ
て、南部・東北部の遠郊地域に立地し、膠南、即墨において、高等教育機関・研究機関を
核とする膠南大学城と蘭谷海洋科技新城が開発されつつある。  
膠南大学城は 2005 年から開発が始まり、18 の高等教育・研究機関が立地する傾向があ
るが、2016 年現在、4 つの高等教育機関と 5 つの研究機関が立地している。  
蘭谷海洋科技新城は、2013 年に山東大学青島校区の建設を契機として、2015 年に本格
的な開発が始まっている。現在、北京大学・四川大学・ハルビン工業大学などの 8 つの高
等教育・研究機関は立地している。  
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第3節. 膠南大学城の開発 
1. 大学城地域の概況 
 膠南大学城は青島大都市圏南部の浜海街道(元・大珠山鎮)に位置し、西は大珠山、南は
古鎮口湾に臨み、東は黄海に面し、面積は 28.5km2 である。膠南大学城と都心部と結ぶ浜
海大道は、約 45km である。  
膠南大学城は開発以前は農漁村地域であり、顧家崖頭村・海崖村・鳳凰村・碧玉村・営
海村・営北村・台子溝村・胡家小庄村・喬家洼村・山王村・南小庄村・高裕村・龍門頂村・
宅科村等の 15 の村落からなり、地勢は西高東低の傾斜地であり、平地は南北に展開してい
た。産業は主に漁業、水産養殖業、農業などの第一次産業が中心であった。  
 
2. 大学城開発のプロセス 
膠南大学城開発の構想は、2012 年の『青島市城市総体規劃(2006 年-2020 年)』の策定に
始まる。この都市計画において、青島市は 2005 年から海洋産業を発展させるために、高度
な海洋産業関連人材・技術者の育成を進めることを目的として、2003 年に浜海大道以南と
大珠山以北 26.5km2 の丘陵地帯に膠南大学城開発が計画された。  
この大学城計画は以下の 4 つの特徴をもつ。  
① 村落に社区を建設する。  
② 大学城に工業園区を建設する。  
③ 15 年後の計画人口を 15 万人~20 万人とする。  
④ 青島市における新たな海洋産業に関連する人材育成・研究の基地とする。  
 
2006 年には都心部と結ぶ浜海大道が整備され、交通利便性が高まり、高等教育機関の大
学城への立地に際しての城鎮土地使用税・農用地占用税等の免税政策も実施された。18 の
高等教育・研究機関が大学城に立地する予定であるが、図 5-8 に示すように、2015 年に 4
つの高等教育機関が開校している。  
表 5-1 は大学城に立地する 4 つの高等教育機関の概要である27。開発規模が最大である
のは、遠洋船員学院(81ha)、次いて、ハルビン工程大学(80ha)、港湾学院(70ha)、職教学院
(45ha)、黄島行政学校(4ha)となっている。2016 年現在、4 つの高等教育機関に 38,000 人余
                                                   
27 2016 年 6 月 22-24 日に高等教育機関の投資額・地域住民の採用人数・教職員数などに
ついて、高等教育機関・浜海街道政府を対象にアンケート調査・聞き取り調査を行った。  
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りの学生が在籍している。また、希青科技、華泰森淼生物、力創科技、京潤石化、五三研
究所の 5 つの研究機関が大学城に立地し、約 200 人の教職員を有する。 
 
表 5-1：膠南大学城に立地する高等教育機関の概要  
 所属  規模(ha)/投資額  建設状況  在校学生数(人) 
青島黄島職業教育学院  青島市教育局  45/(5 億元 ) 2006~2014 三期工事  10,012 
青島黄島行政学校  黄島区政府  4/(1.2 億元 ) 2009~2011 3,000 
青島港湾職業技術学院  山東省教育庁 , 70/(7 億元 ) 2008~2014 三期工事  11,000 
青島遠洋船員職業学院  山東省教育庁 , 81/(10 億元 ) 2009~2014 二期工事  5,000 
(各高等教育機関の HP 及び聞き取り調査により作成)    (2015 年) 
  
2016 年に、膠南大学城に教育・研究拠点とする 8 の高等教育・研究機関は立地する予定
である。高等教育機関は中国海洋大学珠山校区・中国海軍軍官学院・中国科学院青島科教
園・中国国防大学珠山教学基地の 4 つであり、研究機関は清華大学青島研究院・復旦大学
青島研究院・北京大学一路一帯国別研究院・大連理工大学青島研究院の 4 つである。  
 
3. 大学城開発に伴う地域の変容 
図 5-8.1 と 5-8.2 は膠南大学城開発前後の土地利用の状況を示したものである。大学城開
発以前の当該地域は産業・漁業を中心とした農漁村地域であった。当該地域の主幹道路と
して、南北方向に S299 省道が通っていたが、東西方向には農道しかなく、主な交通手段
は徒歩・自転車・バイク等であった。村落はこの S299 省道の東西に分布し、村落の周り
に農業用地・果樹用地が展開していた。大学城開発前の土地利用の割合は、果樹用地 41%
で、農業用地 32%、住宅用地 11%、その他が 16%を占める。  
大学城開発以降、土地利用は農業用地から都市建設用地に転換し、三沙路を中心とした
道路ネットワークの形成によって、大学城内は格子状に区画され、各地区における土地利
用も明確に計画され、教育用地の割合が大学城土地利用の約 6 割を占める。  
  
1) 道路ネットワークの形成  
図 5-8.2 に示すように、大学城開発後は、格子状の道路ネットワークが整備されつつあ
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る。2005 年に都心部に繋がる浜海大道の整備後、2006 年には浜海大道に繋がる S299 省道
が南部の古鎮口港まで延伸・拡幅した。この S299 省道は大学城の中心から南北に貫通し、
「三沙路」と改称された。  
2006 年以降、三沙路を軸とした道路ネットワークが整備され、南北方向に大学西一路、
山川大道、環海大道、東西方向に大学路、科教一路、科教二路、科教三路などの主幹道路
が建設された。高等教育機関は三沙路の東西に分布しており、研究機関は大学路の南側、
山川大道以東・科技大道以南、科教三路・科教五路の南側に立地している。  
大学城の骨格である道路ネットワークが整備され、大学城内のアクセシビリティが高ま
り、大学城の地域住民・学生の利便性も高まった。また、大学城から都心部と結ぶバス路
線が整備し、これらのバスの終点駅は大学城の最南部にあることにより、大学城内の利便
性が向上し、大学城における人・物の流動促進に大きな役割を果たしている。  
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図 5-8.1：膠南大学城開発以前の土地利用  
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図 5-8.2：膠南大学城開発以後の土地利用  
注：❶青島市黄島行政学校(党校) ❷希青科技研究所  ❸華泰森淼生物研究所  ❹京潤石化研究
所  ❺五三研究所  ❻力創科技研究所  ❼青華大学青島研究院  ❽復旦大学青島研究院  ❾
大連理工大学青島研究院  ❿北京大学一路一帯国別研究院  ⓫青島職業教育学院 ⓬ハル
ビン工程大学青島校区 ⓭青島職業船員学院 ⓮青島港湾職業技術学院  ⓯中国国防大学
珠山教学基地  ⓰中国海洋大学珠山校区  ⓱中国海軍軍官学院  ⓲中国科学院青島科教園  
⓳青島海洋科技館   
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2) 住宅小区の開発  
膠南大学城では 5 つの住宅小区が開発されている。そのうち、顧家崖頭村、海崖村、鳳
凰村の村落には 4 つの住宅小区が建設され、これは元の地域住民のための住宅小区であり、
顧家崖頭社区・海崖村社区・鳳凰社区・六合社区となっている。鳳凰社区の北側に隣接す
る六合社区は、大学城の南部周辺の黄海沿岸に位置する石板河村、曲家園村、漁池村、湘
南村、前小口子村、後小口子村の 6 村落の地域住民のための住宅小区である。また、山川
大道以東・科教五路以南には 100 棟の別墅が開発され、高級住宅小区となっている。  
 
表 5-2：4 つの住宅小区(社区)の概要  
社区  規模  開発前の村落  世帯 (戸 ) 人口 (人 ) 
六  
和  
社  
区  
86 棟 /3,380 戸  
石板河村  550 
1,468 
1,201 
3,415 
前小口子村  223 541 
後小口子村  156 355 
漁池村  228 570 
曲家園村  186 425 
湘南村  125 323 
鳳  
凰  
社  
区  
33 棟 /2,380 戸  
鳳凰村  246 
611 
767 
1,991 
山王村  270 918 
台子溝村  95 306 
顧家  
崖頭  
社区  
38 棟 /2,650 戸  
顧家崖頭村  686 
1,011 
2,260 
3,410 石甲村  210 780 
営海村  115 370 
海崖  
社区  
32 棟 /2,120 戸  
海崖村  630 
1,100 
1,779 
3,309 営北村  109 350 
碧玉村  361 1,180 
合計  15 村  4,190 戸  12,125 人  
(現地聞き取り調査により作成)   (2016 年) 
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表 5-2 は各住宅小区の概要を示したものである28。最も規模の大きいのは六合社区であ
り、中高層マンション 86 棟、3,380 戸からなる。他に、顧家崖頭社区は 38 棟、鳳凰社区
は 33 棟、海崖村社区は 32 棟の高層マンションを有する。住宅小区の開発により、元の地
域住民は従来の住宅から、居住面積の広い住宅に転居している。  
 
3) 商業中心地区の開発  
 大学城開発以前は、商業施設は各村落に小規模な副食店が立地する状況であったが、大
学城開発以降、特に、2010 年以降、六合社区・顧家崖頭社区・海崖社区には多くの施設が
立地している。特に、六合社区には、銀行・スーパー・薬局・郵便局なども整備されてい
る。2014 年の調査では、海崖社区と六合社区には施設は少なかったが、2016 年には理容・
飲食店や上下水道整備有限公司・不動産仲介公司・裝飾工程有限公司のオフィスも立地し
ている。  
表 5-3 は顧家崖頭・六合・鳳凰・海崖の 4 つの社区に立地する施設を示すものである29。
総施設数は 380 軒に及び、総従業員数は 829 名を有する。これらの商業施設の経営者の大
半は地域住民であるが、露天店舗の場合は、大学城外からの経営者が 20 人あり、学生従業
員は確認されていない。 
商業に関して、施設数は多いのがコンビニ、果物であるが、総従業員数は 90 名で、そ
のうち、スーパーが最多で、28 名ある。サービス業の場合は民宿が 138 軒、理美容は 26
軒、ほかは 5 軒あり、総従業員は 268 名を有する。飲食業に関しては露天店舗、飲食店が
多く、総 441 名の従業員がある。オフィス・保健・医療、娯楽業に関しては施設数が少な
く、現在 30 名の従業員が雇用されている。  
これらの施設のうち、多いのは民宿・露天店舗である。民宿は 2014 年と比べて 80 軒あ
まり増加している。多い要因として、税金の免除、観光客の増加、大学城に居住する約 3.8
万人の学生の存在であり、大学生による休日や週末の利用などがあげられよう30 。露天店
舗の多い理由として、起業しやいこと、税金の免除などがあげられる。  
 
 
                                                   
28
 2016 年 6 月 27~28 日に顧家崖頭・海崖・鳳凰・海崖の 4 つの社区を対象とし、住宅小区・
元の村落・商業施設の状況について聞き取り調査を行った。  
29 注 27 に示した聞き取り調査による。  
30 パーティーやデートに大学付近の安価な宿泊施設を利用する学生は増加している。  
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表 5-3：顧家崖頭・六合社区・鳳凰・海崖の 4 つの社区に立地する商業施設  
施設の種類  施設数 (軒 ) 従業員数 (人 ) 
商
業 
スーパー  1 28 
コンビニ  13 26 
果物  6 13 
雑貨  2 4 
化粧品  2 4 
加工食品(総菜) 3 7 
花屋  2 2 
文化・教育用品  1 2 
薬局  1 4 
サ
ー
ビ
ス
業 
ホテル  3 19 
民宿  138 193 
理美容  26 51 
電器修理  2 5 
娯
楽
業 
カラオケ  1 3 
網巴(インターネットカフェ) 1 3 
飲
食
業 
飲食店  47 239 
カフェ  2 4 
露天店舗  120 198 
医
療 
保
健 
診療所  2 5 
保健・足療・針灸  1 2 
オ
フ
ィ
ス 
裝飾工程有限公司  1 5 
上下水道整備有限公司  1 3 
不動産仲介公司  1 2 
銀行(農業・郵政) 2 7 
合計  380 829 
                         (聞き取り調査により作成)  (2016 年) 
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4) 村落の変貌  
膠南大学城内の村落の変容の 1 つとして、元の地域住民の就業構造が漁業・農業の第一
産業主体から、大学城開発後は商業・サービス業・製造業を中心とした第二次・第三次産
業主体に転換しつつあることが指摘できる(表 5-4)。  
 
表 5-4：膠南大学城開発前後における地域住民の就業変化   (単位:%) 
大学城開発前(2005) 大学城開発後(2015) 
業種  就業割合  業種  就業割合  
漁業  52 サービス業  37 
農業  21 商業  19 
水産養殖業  17 製造業  24 
水産加工業  9.6 飲食業  12 
商業・サービス業  0.4 水産養殖業・加工業ほか 8 
(『浜海街道政府工作報告』(2005,2015)により作成) 
 
開発前の膠南大学城地域は黄海沿岸に位置する漁村地域であり、1980 年代から 1990 年
代後半にかけて、大半の住民は漁業を中心に生計を立てていた。しかしながら、過度な操
業によって、近海漁業資源が枯渇状態となったが、エビや貝類の水産養殖業・加工業等が
推進し、各村落は活況を呈していた。農業に関しても、桃や葡萄などの果樹が栽培されて
いたが、その収入は年ごとに異なり、不安定であった31。 
大学城開発以降、図 5-4 に示すように、多くの地域住民は商業・サービス業・製造業・
飲食業に就業し、就業状況はより多様化しつつある。また、大学城における建築場、園林
の整備、社区の衛生管理、高等教育機関の食堂、学生寮管理員等にも地域住民が雇用され
ている。各高等教育機関は地域住民の再就職を促すための技術訓練を 6 カ月或いは 1 年間
に実施し、30 代、40 代の地域住民が大学城近接の工業園区で再就職している。  
 
 
 
                                                   
31 注 27 に示した聞き取り調査による。  
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表 5-5：顧家崖頭・六合・鳳凰・海崖社区の地域住民の年収各業種別の人数    (人)  
年収 (万元 ) 
業種  
1.5~2 2~2.5 2.5~3 3~3.5 3.5~4 4~4.5 4.5~5 5 以上  
民宿  －  －  12 －  12 －  －  －  
料理店  －  －  －  5 3 －  －  －  
露天店舗  －  －  4 9 －  －  －  －  
タクシー  －  －  －  7 －  6 －  －  
理美容  －  －  －  2 1 －  －  －  
カフェ  －  －  2 －  －  －  －  －  
果物  －  －  －  3 －  －  －  －  
コンビニ  －  －  －  －  4 1 1 －  
工場  －  －  6 11 －  －  －  －  
建築業  －  －  －  －  －  －  －  4 
園林整備  －  4 －  －  －  －  －  －  
社区の衛生管理  －  5 －  －  －  －  －  －  
高等教育機関の食堂  －  10 －  －  －  －  －  －  
全体 (%) －  17 21 33 19 6 0 4 
(聞き取り調査により作成) (小数点後四捨五入) (2016 年)      
 
表 5-5 は膠南大学城における 4 つの社区の地域住民の年収各業種別の人数を示したもの
である32。全体的年収 3 万元以上の割合は 6 割程度であるが、年収 3~4 万元の割合が 5 割
を占める。年収 4.5 万元以上が非常に少なく、約 5%、年収 2.5 万元以下が 2 割弱を占める。  
業種別にみれば、年収 5 万元以上の最多が建築業であり、次に、年収多いのはコンビニ
店員とタクシー運転手であるが、高等教育機関の食堂・園林整備・社区衛生管理に従業す
る者の収入は相対的に低く、これらの仕事に従業するのは中高年層が多い(表 5-6)。年収
3~3.5 万元の業種は 7 つであるが、そのうち、工場への従業員数は相対的に多く、理美容・
果物に従業するものが少ない。  
                                                   
32
 この聞き取り調査は 2016 年 6 月 25 日に大学城の顧家崖頭・六合・鳳凰・海崖の 4 つの
社区における各業種の従業者合計 112 名に実施した。この 4 つの社区の総人口は表 5-2 に
示すように、もとの地域住民の大半を占める。  
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表 5-6 は高等教育機関・浜海街道政府に雇用された地域住民の従業者数を示すものであ
る33。業種別に見れば、高等教育機関の食堂は最多、学生寮の管理は最少で、浜海街道政
府は 49 人に園林整備・衛生管理などの職業を提供している。男女別の場合は、校内の食堂・
学生寮の管理に従業する女性従業員は男性の 2 倍以上であるが、校内の衛生・園林管理・
警備に従業する女性は男性より少ない。年齢別にみれば、40、50 代は多く、そのうち、男
性は女性よりやや多く、30 代以下の従業者は少ない。中高年層が多い理由として、彼らは
技術ないため、大学城の高等教育機関や浜海街道政府は園林整備・衛星管理などの職を大
学城内の中高年層の地域住民に提供していることが背景にある。  
 
表 5-6：高等教育機関・浜海街道における地域住民の業種別従業者数     (人) 
 
業種  
女性  男性  
全体  
30 代  40 代  50 代以上  合計  30 代  40 代  50 代以上  合計  
校内の食堂  23 17 12 52 0 8 16 24 76 
校内の衛生
園林管理  0 0 7 7 0 15 12 27 34 
校内学生寮
の管理  4 12 9 25 0 0 0 0 25 
校内の警備  0 0 0 0 2 28 1 31 31 
浜海街道の
園林整備・
衛生管理  
0 0 20 20 0 11 18 29 
49 
合計  27 29 48  104 2 62  47 111 215 
(各高等教育機関・浜海街道政府への聞き取り調査により作成) 
 
上述のように、高等教育機関・研究機関の郊外立地により、青島大都市圏の遠郊地域に
新たな中心地区として大学城が開発され、大学城内の地域は大きく変容した。土地利用は
大学城開発前の農業用地主体から、都市建設用地主体に転換し、高等教育用地、住宅用地、
工業用地、商業用地、道路用地となった。大学城内の地域住民はもとの農村戸籍から現在
の都市戸籍に変更した。また、道路ネットワークの整備が進み、もとの村落が住宅小区に
開発されるにつれて、各社区には商業・サービス業などの施設も立地しつつある。雇用の
創出も進み、地域住民の就業状況はより多様化しつつあり、就業構造も漁業・農業を中心
とした第一産業主体型から、第二次、第三次産業主体型に転換し、多くの地域住民は経営
                                                   
33 注 26 に示した聞き取り調査による。  
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者となり、収入も増加し、4 つの社区における 6 割の地域住民の年収は 2015 年の黄島区の
非農業人口の平均年収に相当するものとなった34。以上を見てきたように、膠南大学城開
発は遠郊地域の都市化の進行を促進していることを評価すべきだろう。  
 
第 4 節. 大学城開発と大都市圏地域構造の変容 
改革開放以降、青島市は経済発展に伴い、特に 1990 年代以降、交通インフラの整備・
モータリゼーションの発達により、都市機能の郊外立地が進展し、都市的空間が拡大して
いる。郊外地域においては工業、港湾、高等教育・研究機関などの都市機能を核とした中
心地区が近郊から遠郊地域に形成されつつある。それに伴い、青島大都市圏では、改革開
放以前の単核中心型から多核中心型地域構造に変容しつつある。  
このような変容の中で、都市機能の 1 つである高等教育機関は 1980 年代後半 1990 年代
にかけて、都心部から都心周辺部・近郊地域に立地し、都市的空間の拡大をもたらした。
2005 年以降、都心部での地価の高騰、過密化、都市環境の悪化、既存市区と郊外地域間の
発展不均衡などの問題を是正するために、高等教育機関は都心部から郊外地域へ分散立地
している。遠郊地域における高等教育・研究機関を核とした膠南大学城の開発は、遠郊地
域における新たな中心地区の形成をもたらし、青島大都市圏の地域構造の多核化をさらに
促進していると考えられる。  
本節では、青島大都市圏を都心部・都心周辺部・大学城に区分し、大学城に居住する学
生・地域住民の購買動向、地域住民と教職員の通勤動向に注目し、膠南大学城開発に伴う
大都市圏地域構造の特性について検討したい。  
 
1. 学生・地域住民の購買動向 
膠南大学城の開発に伴い、商業中心地区が形成されつつある。表 5-3 に示すように、大
学城に立地する商業施設は小売業、サービス業、飲食業が中心であり、学生・地域住民の
日常生活を支えている。大学城においては学生と地域住民が消費市場を形成し、その購買
動向が大学城の商業機能に大きな影響を与えることとなる。すなわち、大学城という新し
い中心地区のもつ商業機能という中心性を考える時、学生・地域住民の購買動向に注目す
る必要がある。  
 
                                                   
34
 『黄島区国民経済和社会発展統計公報-2015』による。  
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1). 学生の購買動向  
学生の購買動向に関して、2016 年 6 月 20・21 日の二日間、青島港湾職業学院、青島遠
洋船員職業学院、黄島職業教育学院の 100 人の学生にアンケート調査を行った。アンケー
ト調査は街頭調査で、回答率は 100%であった。 
 
表 5-6：学生の購買品目・購買先と消費金額の割合          (単位:%) 
      購買先  
購買品目  
大学城  都心部  都心周辺部  全体  
洋服        14 65 21 100 
化粧品           15 67 18 100 
理美容           95 4 1 100 
文化・教育用品   83 14 3 100 
外食・娯楽等    60 32 8 100 
日常生活用品    86 12 2 100 
    全体     59 32 9 100 
(アンケート調査により作成) 
 
表 5-6 は膠南大学城における学生の購買品目・購買先と消費金額の割合を示すものであ
る。全体的に、学生は大学城への購買率が高いが、洋服や化粧品などのような買廻品に関
しては、都心部への購買傾向が強く、最寄品・サービス業・飲食業に関しては、大学城指
向が顕著である。  
洋服に関しては、大学城での購買率が 14%を占めるが、都心部は 65%で、都心周辺部は
21%である。化粧品に関して、大学城での消費割合も低く、15%で、都心部は高く、67%
となり、都心周辺部は 18%である。大学城における洋服・化粧品のような買廻品の購買率
が低い要因として、洋服・化粧品のような買廻品に関連する商業施設が大学城への立地が
少ないことがあげられる。  
理美容、文化・教育用品、外食・娯楽、日常生活用品に関しては、大学城での購買率が
高い。特に、理美容は大学城への購買指向が強く、95%であり、都心部・都心周辺部では
それぞれ 4%・1%を占める。日常生活品の場合は、大学城は 86%、都心部は 12%、都心周
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辺部は 2%である。文化教育用品に関しても、83%の消費は大学城に行われ、都心部・都心
周辺部ではそれぞれ 14%と 3%を占めるが、外食・娯楽に関しては、大学城での購買率が
60%であり、都心部で 32%、都心周辺部で 8%となる。大学城では学生人口の増加に伴う消
費市場が形成され、最寄品・飲食業・サービス業を中心とした商業施設の多く立地が促進
され、それにより購買率が相対的高い原因であると考えられる。  
 
2). 地域住民の購買動向  
地域住民の購買動向に関して、2016 年 6 月 25・26 日の二日間、六合社区・顧家崖頭社
区・鳳凰社区の地域住民 164 人にアンケート調査を実施した。  
 
表 5-7：地域住民の購買動向                 (単位:%) 
        購買先  
購買品目  
大学城  都心部  都心周辺部  
日常生活品        79 12 9 
洋服             8 57 35 
化粧品           21 46 33 
文化教育用品     68 20 12 
外食・娯楽         67 21 12 
理美容           77 15 8 
      全体    54 28 18 
(アンケート調査により作成) (2016 年) 
 
表 5-7 は地域住民の購買動向を示したものである。全体的に、地域住民は、大学城での
購買指向がある一定の割合を示すが、最寄品・飲食・サービスは大学城への依存傾向が強
く、買廻品に関しては、都心部・都心周辺部への購買傾向が強い。  
日常生活品に関して、大学城での消費指向が高く 79%を占めるが、都心部 12%、都心周
辺部 9%となっている。文化教育用品に関して、大学城は 68%に達し、都心周辺部の約 5
倍、都心部の約 3 倍である。外食・娯楽に関して、大学城への購買率が 67%で、都心部 21%、
都心周辺部 12%である。また、理美容に関しても、大学城での購買率が 77%を占め、都心
部 15%、都心周辺部が 8%である。最寄品・サービス・飲食を中心とした地域住民の購買
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先は大学城指向が強い。  
洋服・化粧品に関しては、大学城への購買指向が低く、都心部・都心周辺部の購買率が
高い。この理由として、大学城内に洋服・化粧品などの買廻品・サービスを扱う施設が少
ないことが考えられる。洋服に関して、都心周辺部では都心部に次の購買率が高く35、化
粧品に関して、大学城は 21%であるが、都心部は 46%、都心周辺部 33%となる。  
以上のような、学生・地域住民の購買動向にみれば、全体として、大学城での購買率が
高いことから、大学城はある一定の自立性をもつ傾向があると言えよう。ただし、洋服・
化粧品などの買廻品は都心部・都心周辺部での購買指向が強いことから、大都市圏におい
て大学城と都心部の間には階層的な中心地関係が存在し、都心部と比較にして、大学城は
下位中心地であると言えよう。  
 
2. 教職員・地域住民の通勤動向 
1) 教職員の通勤動向  
大学城の教職員の通勤動向を明らかにするために、2016 年 6 月 22-24 日の 3 日間、アン
ケート調査を実施し、4 つの高等教育機関と 5 つの研究機関の 700 名の教職員に質問用紙
を配布し、600 枚を回収した(回収率 86%)。  
 
 
図 5-10：研究員・4 つの高等教育機関別の教職員居住地  
                                                   
35 この背景として、近年、青島市の都心周辺部に大型商業施設が立地していることがあげ
られる。 
33.50% 32% 
43.80% 
15.70% 
75% 
58% 
51% 
46.90% 
74.30% 
17% 
8.50% 
17% 
9.20% 10% 8% 
0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%
港湾学院 遠洋船員学院 職教学院 行政学校 研究機関 
大学城 都心周辺部 都心部 
97 
 
 
図 5-10 は、高等教育・研究機関別の教職員居住地の割合を示したものである。全体的に
は、教職員は都心部に居住する割合は低く、都心周辺部での居住比率が高い。教職員は約
５割が都心周辺部に、約 1 割は都心部に、約 4 割は大学城に居住している。すなわち、教
職員の多くは都心部・都心周辺部から大学城への職住分離型の通勤パターンであることが
指摘できる。このような通勤パターンを示す理由として、大学城開発以前からも、教職員
の大半が都心周辺部の教職員住宅小区に居住していることが考えられる。  
大学城に居住する教職員の割合は全体の約 4 割を占め、職教学院は 43.8%、港湾学院は
33.5%、遠洋船員学院は 32%、行政学校は 15.7%である。研究機関の教職員は大学城での居
住比率が高く、75%を占め、都心周辺部 17%、都心部 8%であり、大学城に居住する割合が
高い理由として、各研究機関は優秀な人材を引き留めるために、大学城で教職員に宿舎を
提供していることがあげられる。  
このような、教職員の通勤動向からみれば、教職員の就業は大学城に依存度が高いこと
から、大学城は就業地としての中心性を示す傾向があると言える。  
 
2)  地域住民の通勤動向  
 膠南大学城における地域住民の通勤動向に関して、2016 年 6 月 24 日に六合社区・顧家
崖頭社区・鳳凰社区の 165 人の地域住民を対象に聞き取り調査を行った。  
表 5-8 は六合社区・顧家崖頭社区・鳳凰社区における地域住民の職業構成と通勤先を示
したものである。全体として、地域住民の通勤動向は大学城への職住近接型である。  
業種別に関して、正規雇用は大学城への通勤指向が強いが、非正規雇用は大学城への通
勤指向がより強い。正規雇用のうち、大学城において製造業は占める割合が高く、74.5%
であるが、都心部が 7.3%、都市周辺部が 18.2%で、それは、大学城内に工業園区が開発さ
れ、多数の工場が立地したことが大きな要因であると考えられる。サービス業に関しては、
大学城の占める割合が高く 66%で、都心周辺部が 30.2%、都心部が 3.8%である。  
非正規雇用の場合は、サービス業・製造業に関して、大学城への通勤指向は高い。大学
城内の高等教育機関や浜海街道政府が中高年層の地域住民に飲食業・園林整備・衛生管理
などの職を提供していることや、大学城内では多数の工場が立地していることがその背景
としてあげられよう。  
以上のような、教職員は都心部・都心周辺部から大学城への職住分離型の通勤指向であ
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るが、、地域住民は正規雇用に関しては大学城での通勤傾向が強く、非正規雇用の場合は大
学城での通勤傾向がより強く、すなわち、地域住民は職住近接の通勤型を示す。全体的は
大学城への通勤割合が高い。このことを踏まえると、大学城は郊外地域における新たな中
心地区としての特性をもつ傾向があることをうかがえる。また、大学城の自立性に関して
言えば、大学城に居住する 11 万人あまりの存在であることを指摘できる。  
 
表 5-8：六合社区・顧家崖頭社区・鳳凰社区の地域住民の職業種別・通勤先 (単位:%) 
業種         通勤先                   大学城 都心部  都心周辺部  
正規雇用  
(119 人 ) 
公務員   (5 人) 60 40 0 
サービス業  (53 人) 66 30.2 3.8 
金融業   (6 人) 17 33 50 
製造業      (55 人) 74.5 18.2 7.3 
全体 (100%) 54.4 30.4 15.2 
非正規  
雇用  
(46 人) 
小売業       (5 人) 60 40 0 
サービス業  (23 人) 73.9 26.1 0 
製造業      (11 人 ) 81.8 18.2 0 
建築業       (7 人) 85.7 14.3 0 
全体 (100%) 75.4 24.6 0 
         全体        (165 人 ) 70.9 25.5 3.6 
(聞き取り調査により作成) 
 
第 5 節. 本章の要約 
 本章では、青島大都市圏における膠南大学城の開発を考察し、それに関連する大都市圏
地域構造の特性について検討を加えた。まず、青島市の概況を概観し、経済発展に伴い都
市的空間が拡大している。特に 1990 年代から居住・教育・工業・港湾などの都市機能の郊
外立地に伴い、郊外地域においては都市化が進み、黄島経済開発区・紅島経済開発区・董
家口経済開発区などの新たな中心地区が形成されて、改革開放以降の青島大都市圏は、1980
年代までの単核中心型から多核中心型地域構造に変容しつつあることを指摘した。  
 次には、青島市における高等教育の発展状況を概観し、高等教育機関の立地動向を検討
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した。改革開放以降、在校学生数・高等教育機関数の増加とともに、高等教育機関は都心
部から都心周辺部・郊外地域に立地する傾向にあることを考察した。1970 年代まに都心部
では中国海洋大学・青島医学院などの本科高等教育機関はに立地したが、1980 年代以降、
高等教育機関の立地は都心部から東方向に展開し、1990 年代後半から、北部・西南部の都
市化を促進するために、高等教育機関は北部・西南部方向の近郊地域の文教区に新規立地
した。これらの文教区には住宅小区・商業施設・オフィス・小中学校などの都市機能も整
備され、近郊地域の中心地区となっていることを示した。  
2005 年以降は、都心部では地価の高騰、都市人口の過密化、都市環境の悪化などの問題
の緩和や、「山東半島藍色経済区」の中心都市を形成するために、南部・東北部地域に膠南
大学城・藍谷海洋科技海洋新城を計画し、高等教育機関と研究機関が遠郊地域に立地しつ
つある。高等教育機関に加えて、その後に、様々な都市機能の集積によって、遠郊地域に
新たな中心地区となる傾向があることを論じた。  
また、大学城開発は大学城地域の変容をもたらし、遠郊地域の都市化を促進していると
言えよう。大学城地域の概況と、その開発のプロセスを論じた後に、大学城開発による地
域の変容について検討した。土地利用は従来の農業用地から都市建設用地に転換し、道路
の整備により、大学城では格子状の道路ネットワークが形成されている。大学城開発にと
ともに、地域住民は農業戸籍から都市戸籍に変更し、元の村落には住宅小区が開発され、
商業施設への立地による商業中心地区も形成されつつあることを明らかとなった。地域住
民の多くは商業・サービス業・製造業に従業して、就業構造も大学城開発以前の漁業・農
業を中心とした第一次産業主体型から、第二次、第三次産業主体型に転換しつつあり、そ
れに伴い地域住民の収入も増加していることを論述した。  
青島大都市圏は多核中心型地域構造を形成しつつあるが、その中で、大学城の中心性を
都心部との関係で検討するために、学生・地域住民の購買動向や教職員・地域住民の通勤
動向に注目した、学生・地域住民の購買先は飲食・サービス・最寄品は大学城への購買指
向が強いが、洋服・化粧品などの買廻品は都心部への購買率が相対的に高い。すなわち、
買廻品・サービスなどに関連する商業施設は大学城への立地が少なく、都心部への依存度
が高いことから、膠南大学城は都心部に対して、より下位中心地であることが伺える。  
教職員・地域住民の通勤動向からみれば、教職員の多くは都心部・都心周辺部に居住し、
大学城の開発により、教職員の居住地と就業地の分離傾向が強くなり、教職員は大学城開
発以前の職住近接型から、都心部・都心周辺部から大学城への職住分離型の通勤傾向に転
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換しているが、研究機関の教職員は職住近接型の通勤パターンである。地域住民は職住近
接型の通勤傾向が強い。全体的教職員・地域住民は大学城へ通勤割合が高く、即ち、教職
員・地域住民の就業は都心部への依存度が低いことから、また、約 3.8 万人の学生が大学
城に居住することを配慮すれば、青島大都市圏において膠南大学城が自立的な中心地とし
ての性格をもつと言えよう。  
 以上のような、学生・地域住民の購買動向、教職員・地域住民の通勤動向からみれば、
膠南大学城は自立的な中心地区としての性格をもつ傾向により、青島大都市圏はより多核
中心型地域構造への変容を促進していることを指摘した。   
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第六章 結論 
 
 
本研究は中国山東省済南・青島大都市圏における郊外地域の変容を考察し、大学城開発
に伴う大都市圏の地域構造の特性や変容について検討を加えたものである。その結果は以
下のような点が明らかになった。  
① 中国では、政策的経済的要因と高等教育の発展要因によって、2000 年代以降、大学
城開発が全国に展開していた。青海省とチベット自治区以外のすべての直轄市・省・
自治区において大学城開発が展開し、内陸より沿海地域おいての開発密度が高く、
特に、長江デルタ地域には多い。  
② 済南大都市圏では、1990 年代から工業・居住・教育・交通などの都市機能の郊外分
散により、郊外地域においては経済開発区・住宅小区・金融行政新区・大学城など
の新たな開発区が形成され、改革開放以降の済南大都市圏は、改革開放以前の単核
中心型から多核中心型地域構造に変容しつつある。済南市における高等教育機関の
立地動向は、1990 年代以降、都心部から都心周辺部・郊外地域に分散する傾向にあ
り、特に、2000 年以降、都心部における地価の高騰、都市人口の過密化、都市環境
の悪化などを緩和し、郊外地域の都市化を促進するために、高等教育機関が郊外地
域に分散立地し、都心部から東・西の方向の近郊・遠郊地域に彩石・章丘・長清大
学城が開発された。  
③ 章丘大学城の開発による郊外地域の変容について、土地利用が従来の農業用地から
都市建設用地に転換し、地域住民は農業戸籍から都市戸籍に変更し、道路ネットワ
ークが形成された。元の村落には住宅小区、商業中心地区も整備され、地域住民の
就業構造も従来の第一次産業主体型から、商業・サービス業を中心とする第二・三
次産業主体型に転換した。  
④ 章丘大学城において、都心部との関係で検討し、学生・地域住民の購買先は、サー
ビス・最寄品は大学城での購買傾向が強いが、買廻品・サービスに関しては、都心
部での購買率が相対的に高いことから、大学城と都心部の間には階層的な中心地関
係が存在し、大学城は都心部に対して下位中心地である。  
また、教職員の大半は都心部・都心周辺部に居住しており、大学城開発により、     
教職員の居住地と就業地の分離傾向が強くなり、大学城開発以前の職住近接型から、
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開発後は大学城に通勤する職住分離型に転換している。地域住民に関しては、大学  
城への通勤指向がやや強い。全体として、教職員・地域住民の大学城への通勤指向
性が強いことから、教職員・地域住民は都心部への就業依存度が低く、章丘大学城
はある一定の自立的な中心地区として性格をもつといえる。  
⑤ 青島大都市圏では、1990 年代から居住・教育・工業・港湾などの都市機能が郊外化
し、2000 年以降、郊外地域においては黄島経済開発区・紅島経済開発区・董家口経
済開発区などの新たな開発区が形成され、青島大都市圏の地域構造は、1980 年代ま
での単核中心型から多核中心型地域構造に変容しつつある。高等教育機関の立地動
向は 1970 年代までは都心部に立地し、1980 年代には都心部の東方向に展開し、1990
年代から、都心部以北・西南の近郊地域に新規立地した。特に、2005 年以降は、南
部・東北部郊外地域に膠南大学城・藍谷海洋科技海洋新城を計画し、高等教育・研
究機関が遠郊地域に立地しつつある。  
⑥ 膠南大学城の開発による郊外地域の変容について、土地利用が従来の農業用地から
都市建設用地に転換し、地域住民は農業戸籍から都市戸籍に変更した。道路ネット
ワークが形成され、元の村落には住宅小区を開発し、商業中心地区も開発された。
地域住民の就業構造も大学城開発以前の漁業・農業を中心とした第一次産業主体型
から、第二次、第三次産業主体型に転換した。  
⑦ 青島大都市圏における膠南大学城では、学生・地域住民の購買先は、最寄品・サー
ビスは大学城への購買指向が強いが、買廻品・サービスは都心部への購買率が相対
的に高い。すなわち、買廻品は都心部への依存度が高いことから、膠南大学城は都
心部に対して、より下位中心地であることが伺える。  
また、教職員の多くは都心部・都心周辺部に居住し、大学城開発により、教職員     
の居住地と就業地の分離傾向が強くなった。教職員は大学城開発以前の職住近接型か
ら、大学城への職住分離型の通勤傾向に転換しているが、研究機関の教職員は職住近
接型の通勤動向である。地域住民は職住近接型の通勤傾向が強い。全体的に教職員・
地域住民は大学城へ通勤割合が高く、教職員・地域住民は都心部への就業依存度が低
いことから、膠南大学城がある一定の自立的な中心地区としての性格をもつと言える。 
 本研究では、山東省済南・青島大都市圏を事例として、大学城開発のプロセスについて
検討し、高等教育機関の立地は 1980 年代には都心部から都心周辺部に展開、1990 年代に
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は都心周辺部から近郊地域、2000 年代以降は都心部・都心周辺部・近郊地域から遠郊地域
に分散立地したことを明らかにした。  
また、2000 年代以降、大学城開発により、遠郊地域は著しく変容し、その変容の実態を
究明した。土地利用は従来の農業用地から都市建設用地に転換し、地域住民は農業戸籍か
ら都市戸籍に変更し、従来にはなかった道路ネットワークが形成された。元の村落には住
宅小区、商業中心地区も開発され、サービス・最寄品を中心とする商業施設が立地してい
る。その結果、地域住民の就業構造は従来の第一次産業主体型から、商業・サービス業を
中心とする第二・三次産業主体型に転換してきた。大学城の中心性を都心部との関係にお
いて検討するために、学生・地域住民の購買動向、教職員・地域住民の通勤動向に注目し
た。学生・地域住民は大学城での購買指向が強く、教職員・地域住民は大学城への通勤割
合が高いことから、大学城は自立的な中心地区としての性格もつと言える。一方、サービ
ス・最寄品に関して、学生・地域住民は大学城への購買指向が高いが、買廻品・サービス
の場合は、学生・地域住民は都心部への依存度が強いことから、都心部と比較して大学城
は都心部の間に階層的な関係が存在し、下位中心地であることを明らかにした。  
章丘大学城と膠南大学城と比較すると、学生・地域住民の購買動向の場合、膠南大学城
の方は大学城での購買割合が高く、教職員・地域住民の通勤動向によれば、膠南大学城の
方は大学城への通勤割合が高いことから、膠南大学城は章丘大学城より自立的性格が強い
と言えよう。  
以上、本研究において明らかにされたことを総括した。従来の大都市圏の地域構造に関
する郊外化及び多核化研究に注目されなかった大学城という郊外核 (中心地区)の形成、大
学城における商業施設の立地、学生・地域住民の購買動向、教職員・地域住民の通勤動向
に注目して、大学城と大都市圏の都心部の階層的中心地関係を明らかにした点に本研究の
意義がある。  
今後、中国では大都市圏の成長に伴い、その地域構造は変容していくものと考えられる。
その際に、大都市圏における都心部や大学城以外の郊外地域の中心地区との関係性につい
て検討し、大都市圏の多核中心型地域構造の特性を明らかにすることが今後の課題である。 
また、中国の大都市圏は先進国にみられるような、郊外核の自立性の向上による自立す
る多核中心型地域構造に変容する可能性が予測される。その際に、先進国の大都市圏の郊
外化や多核中心型地域構造との比較を行い、中国特有の大都市圏の地域構造の特性の把握
し、 多核中心型の地域構造を形成している大都市圏内の都心部を含む多くの核（中心地区）
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の階層的関係等の相互の関係性を検討することが、大都市圏の地域構造、とりわけ多核中
心型地域構造の特性を考察する場合に重要である。その中で、郊外地域における高等教育
機関の立地や大学城開発が中国の大都市圏に特有の現象であり、大学城開発に注目する意
義がより明確化するものと考えられる。    
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